
要約：ハローワークが雇用のセーフティネットとして機能するためには，相談業務に専門
性が求められる。それにもかかわらず，相談員は非正規雇用であり，専門性の獲得や発揮
が妨げられる可能性がある。そこで，本研究では，相談員の雇用のあり方と専門性の関係
に着目し，労働実態からその関係を解明した。資料調査では，求人検索システムや公的資
料より分析した結果，相談業務の重要性が示されるとともに，その専門性は，相談員の処
遇において適正に評価されていないことが明らかになった。インタビュー調査では，雇用
のあり方と専門性の関係が明らかになり，有期雇用であることが雇用の不安定性や雇用不
安から専門性の獲得・向上や業務上の力量発揮を困難にさせることが示された。
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1．はじめに

2000年頃からの公務改革により公務の非正規化が進行している。それは，専門職や
住民サービスを担う仕事において特に著しい（上林 2021a; 2021b；瀬山 2021；竹信他
2020）。本研究が取り上げるハローワーク相談員もその 1つである。
非正規公務員をめぐる先行研究では，低賃金，女性差別，雇用（1）の不安定性などの問
題が議論されている（上林 2021a; 2021b；竹信他 2020）。それらは非正規公務員自身
の権利利益に関わる問題である。しかし，公務の非正規化は専門職において特に進展し
ているにもかかわらず，専門性に着目した研究は少ない。また，松尾（2017: 15）が述
べるように，公務が全体の奉仕者として私的利潤を追求しない労働を実現するために
は，「専門性や，専門性に裏打ちされた中立性や公平性」が公務労働に求められる。そ
のため，非正規化により専門性の確保が困難になるとすれば，公務の中立性や公平性を
保てず，その機能は低下する。したがって，公務においては実務を担う非正規公務員が
専門性を発揮できることが重要であり，その専門性に関する研究が求められる。
本研究では，公務の中でも，近年の産業・社会構造の変化に伴い一層の機能強化が要
求されるハローワークに着目する。ハローワークの役割は，「民間の職業紹介事業等で
は就職へ結びつけることが難しい就職困難者や人手不足の中小零細企業を中心に、国が
無償で支援を行う雇用のセーフティネットの中心的役割を担うもの」（厚生労働省 2023

h: 3）である。その中心的な支援対象である就職困難者や人手不足の中小零細企業は，
転職市場が活性化する中で，雇用の確保や安定がますますおびやかされている。また，
民間による職業紹介事業が発展する中で，その支援対象とはなりにくい困難なケースが
ハローワークに集約されることになる。そのため，ハローワークにはセーフティネット
としての役割が一層期待されている。
セーフティネットを担うハローワークでは，求人や求職者の紹介だけでなく，そこに
至るまでの相談業務が重要になる。その相談の中で，個々の求職者や事業所が抱える課
題を把握し，方向づけを行うための専門性やスキルが要求される。そのような相談業務
の代表的な専門資格にキャリアコンサルタント国家資格がある。国は，円滑な労働移動
のために職業相談の専門家が必要であるとして，その養成と活用を推進している。しか
し，ハローワークの相談業務に必要な専門性は，このキャリアコンサルタント資格だけ
では事足りない。それは，ハローワークが担うセーフティネットの対象者においては，
その置かれる状況や抱える問題が多岐にわたるからである。そのため，ハローワークの
相談業務は，民間の一般的な人材紹介会社とは特徴が異なり，より広範な専門性が必要
となる。
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ハローワーク相談員には，そのような相談業務の専門性をもってセーフティネットを
担うことが求められる。それにもかかわらず，その身分は有期雇用とされている。そし
て，有期雇用であることは，セーフティネットとしての相談業務に必要な専門性の確保
や能力発揮に影響を及ぼしている可能性がある。そこで，本研究では，ハローワーク相
談員の労働実態から有期雇用であることが業務にどのように影響しているかを明らかに
し，その雇用のあり方と専門性の関係について解明する。

2．先行研究・報告書の分析

2-1．公務の非正規化と人員体制
2-1-（a）．公務員数と非正規割合
公務においては，2000年頃からの公務改革により人員体制が大きく変化している。
その現状は以下のとおりである。
まず，国家公務員については，正規職員（2023年度末予算定員）の数は約 59.0万人

（人事院 2023）である。そのうち，一般職国家公務員（2023年 7月 1日現在）では，
常勤職員が約 26.9万人，非常勤職員が約 15.7万人（内閣官房 2023a）であり，非正規
割合は 4割弱になる。非正規職員のうち，一会計年度を超えない範囲内で任用される有
期雇用の期間業務職員は，約 3.8万人（内閣官房 2023a）であり，非正規職員の 4分の
1を占める。期間業務職員数を府省別に見ると，厚生労働省が約 2.4万人（内閣官房
2023a）であり，期間業務職員全数の 6割以上を占める。ハローワーク相談員はその中
に含まれる。
次に，地方公務員については，正規職員（2020年 4月 1日現在）の数は約 276.2万人

（総務省 2020b）である。総務省（2020a）によると，同時点での臨時・非常勤職員は約
112.6万人であり，非正規割合は約 3割になる。団体区分別に見ると，都道府県では，
正規職員が約 140.3万人（総務省 2020b），臨時・非常勤職員が約 26.9万人（総務省
2020a）であり，非正規割合は 16.1％である。市区町村等では，正規職員が約 135.9万
人（総務省 2020b），臨時・非常勤職員が約 85.7万人（総務省 2020a）であり，非正規
割合は 38.7％である。また，非正規職員のうち，一会計年度を超えない範囲で任用さ
れる有期雇用の会計年度任用職員は，約 90.1万人（総務省 2020a）であり，非正規職
員の 8割を占める。そのうち，約 9割がパートタイムであり，また，8割弱が女性であ
る（総務省 2020a）。
そして，このような日本の公務員数を国際比較で見ると，被雇用者数に占める公務員
数割合（2021年）は，OECD 平均が 18.6％，最多がノルウェーで 30.9％，最少が日本
で 4.6％となる（OECD 2023a）。このように，日本の公務員は，国際的に見て少ないう
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えに非正規化が進展しており，人員体制が不十分だといえる。
2-1-（b）．公務における非正規化の特徴
公務の非正規化は，先の地方公務員における団体区分別の非正規割合からもわかるよ
うに，住民との距離が近いほど進展している。また，パートタイムや女性の割合の高さ
から，低賃金や女性差別が問題となりやすい。先行研究では，そのほかに専門職・資格
職や事実行為である業務において，非正規化が特に拡大したと報告されている。
住民サービス，専門職・資格職の非正規化については，上林（2021a; 2021b）が論じ
ている。上林（2021b）によると，地域住民サービスに不可欠なエッセンシャルワー
カーの多くが低待遇で不安定な非正規雇用であり，就労支援員や婦人相談員などの相談
業務に従事する職員では約 7割に及ぶ。また，上林（2021a: 2）は，「豊富な臨床経験
を要する専門職や資格職が率先して非正規化」しており，「なぜなら異動になじまない
専門・資格職が『選ばれて』正規公務員削減の対象となり、非正規化してきたからだ」
と述べている。
女性職の非正規化については，竹信他（2020），瀬山（2021），上林（2021b）が論じ
ている。竹信他（2020）は，2000年頃から，住民生活に不可欠な基幹的公共サービス，
女性が多数を占める資格職において，低収入，不安定雇用の非正規公務員である官製
ワーキングプアが激増していると述べ，瀬山（2021）も，地方自治体の正規公務員の定
数削減が行われたと同時に，不安定で低待遇の女性非正規公務員が増加したことを指摘
する。非正規公務員の 4人に 3人は女性であり，共通点として，住民サービス，資格
職，低待遇が挙げられる。上林（2021b）は，非正規公務員のうち，保育士，看護師，
給食調理員，図書館職員は女性割合が 9割を超え，そのうち，女性職種である保育士，
看護師，給食調理員では特に女性割合が高いこと，また，正規職員においては男性職種
であるはずの一般事務も，非正規化した途端に女性職種になることから，「非正規化は
女性職種化を伴って進展」し，「女性職種が選ばれて非正規化する」（上林 2021b: 44）
と論じる。これらは，非正規公務員問題を間接差別の視点で捉えたものである。
事実行為における非正規化については，上林（2021b）が論じている。行政の行為形
式は行政行為と事実行為に分けられる。その両者について，上林（2021b: 41）は生活
保護業務を例に次のように説明する。受給決定の判断といった要保護者の「法的地位を
具体的に決定する行為」が「行政行為」であり，相談・面談，調査といった「要保護者
の法的地位に変動を及ぼさない」行為が「事実行為」である。その中で，生活保護担当
の面接相談員は，一定の資格や経験を要する基幹的業務であるにもかかわらず，事実行
為であることから非正規化が進展した。このように，非正規化は「周辺的業務と位置づ
けられる事実行為事務において進展する」（上林 2021b: 42）と述べる。したがって，
行政行為は正規職員，事実行為は非正規職員と，業務によって分断されることになる。
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これは，ハローワークにおける，雇用保険の受給決定といった行政行為と，相談業務や
事業所訪問といった事実行為についても，同様のことがいえるだろう。
2-1-（c）．公務における非正規化の背景
このような公務の非正規化は，2000年頃からの新自由主義思想に基づく構造改革の
一環として進められた。その構造改革は「財政構造改革と規制緩和が二本の柱」（渡辺
2002: 24）となる。そして，規制緩和の推進には，まず，企業活動を規制している行政
自身のスリム化が必要であるとして，人員削減や中央省庁再編などの公務改革が実施さ
れた。職業安定行政においては，中央省庁再編により労働省と厚生省が統合され厚生労
働省となり，財政構造改革による人員削減と，規制緩和による民間参入が進められた。
その人員削減は，地方自治体と同様に，住民サービスであるハローワークの相談業務に
おいて非正規化を進展させることになったのである。
2-1-（d）．ハローワークの人員体制
そのハローワークの職員（2）・相談員（3）数の推移は図 1に示すとおりである。図 1よ
り，ハローワークにおいては，2000年頃からの公務改革により人員削減と非正規化が
進展したといえる。2001～4年にかけては職員の減少と同時に相談員が増加し，2006～
7年にかけては定員削減に伴い相談員も削減され，その後，職員の定員削減が計画的に
進められる中，2008年のリーマンショックを境に相談員が急増した。2023年 4月 1日
時点では，職員数が 10,219人，相談員数が 20,123人であり，3分の 2を非正規の相談
員が占めている。また，このようなハローワークの人員体制について，厚生労働省
（2023h: 47）は，「職員 1人当たり労働力人口及び失業者数を比べると、ハローワーク
の職員数は欧州主要国の 1/3～1/10程度」であると報告している。このように，ハロー
ワークは国際的に見ても厳しい人員体制となっている。
ハローワークの人員削減がもたらす弊害については，河村（2013: 101）が次のよう
に述べている。人員削減により，「県庁所在地の業務量急増に対応するため、郡部のハ
ローワークの統廃合を進めざるをえない状況」にあり，そのため，ハローワークに通う
「交通費だけで雇用保険失業給付の一日分が消える地域が存在する。ILO 八八号条約で
は職業紹介機関の全国体系について、『充分な数』と『使用者及び労働者にとって便利
な位置』であることを求めているが、地域によっては国際基準違反が生じている」。ま
た，そのような行政体制の不十分さは，相談時間の十分な確保を不可能にしていると指
摘する。そうなれば，求職者へのきめ細かい職業相談は困難になるため，セーフティネ
ットの機能にも支障をきたしうる。したがって，公務改革による人員削減は，セーフテ
ィネットの役割と矛盾するといえる。
2-1-（e）．ハローワーク相談員の任用制度
このようなハローワークの厳しい人員体制の中で，セーフティネットとして重要な任
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務を担うのが非正規の相談員である。その相談員は期間業務職員に位置づけられる。期
間業務職員制度は 2010年 10月に開始されたものであり，それまでの相談員は日々雇用
職員と称される身分であった。日々雇用職員は，任用予定期間内で 1日単位の任用が自
動的に更新されるもので，任用予定期間に制限はなく，実質上，期間の定めなく任用さ
れていた。一方，期間業務職員は，一会計年度を超えない範囲内で任期が定められ，採
用に際してはできる限り公募が原則だが，連続 2回までは勤務実績に基づき更新が可能
というものである。つまり，日々雇用職員と期間業務職員の違いは，日々雇用職員は実
質的に無期雇用であったのに対し，期間業務職員は有期雇用であることが明確にされて
いることである。上林（2021a: 23）は，「期間業務職員の制度化とは、非常勤の国家公
務員に、任期と任期の更新という考え方を新たに導入するというものだった。そして実
質的な無期雇用とならないよう、任用の継続に対して厳格な規制として作用する公募試
験制度を導入した」と指摘する。

図 1 ハローワークの職員・相談員数の推移
出所：第 210回参議院内閣委員会第 4号 2022年 11月 10日配布資料（井上）および「公共職業安定所

（ハローワーク）の主な取組と実績」（厚生労働省 2023h: 46）より筆者改変
注：
1．「新たな定員合理化計画」（2005年 10月 4日閣議決定）により，2006年度から 2009年度までに
1,290人定員合理化。総人件費改革として，「国の行政機関の定員の純減について」（2006年 6月 30
日閣議決定）に基づき，2010年度までに 671人（ハローワーク関係）を純減。

2．「新たな定員合理化計画」（2009年 7月 1日閣議決定）により，2010年度から 2014年度までの 5年
間に 2009年度末定員の 10％以上を合理化。

3．「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針」（2014年 7月 25日閣議決定）により，2015年度以
降，5年ごとに基準年度を設定し，府省全体で対基準年度末定員比で毎年 2％（5年 10％）以上を合
理化することを基本とすることとされた。
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2-2．非正規公務員をめぐる問題と課題
非正規公務員をめぐる先行研究では，先述のように，住民サービス，専門職・資格
職，女性職，事実行為における非正規化が報告されている。しかし，いずれも，低賃
金，不安定雇用，女性差別といった非正規公務員自身の人権的な問題が議論の中心であ
り，業務の専門性への影響や，その結果としてのセーフティネットの機能への影響につ
いては，あまり議論されていない。
ハローワークに関連するものでは，上林（2021a）と山岸（竹信他 2020）がある。上
林（2021a）は，その第 1章でハローワーク相談員の公募や雇止めの問題を取り上げ，
公募がきっかけで精神的不調や職場内の不和が生じた事例などを紹介したうえで，その
章を「『公共』職業『安定』行政は、その目的を果たしているのだろうか。」（上林 2021

a: 34）と締めくくっている。しかし，これも相談員における人権的な視点であり，求
職者や事業所に対するセーフティネットとしての視点ではない。また，上林（2021a）
と山岸（竹信他 2020）は，雇止めが業務の引き継ぎを困難にさせ，求職者や事業所へ
の支援にも影響を与えた事例などを紹介している。そして，山岸（竹信他 2020）は，
雇止めの恐れは求職者への必要な支援よりも更新のために数字を上げるという行動を招
くことを指摘し，それにより，公共機関として支援すべき求職者が置き去りにされる可
能性にも言及している。しかし，このような問題が生じているにもかかわらず非正規化
が進展していることの要因や，非正規であることが業務に必要な専門性にどのように影
響しているのかについては論じられていない。

2-3．本研究の課題と概要
前章で述べたように，公務の中でもハローワークは，産業・社会構造の変化と民間の
職業紹介事業の拡大に伴い，従来以上にセーフティネットとしての役割が期待されてい
る。その役割が機能するためには，実務を担う相談員が専門性を発揮できる体制が必要
である。しかし，相談員は有期雇用とされており，そのために専門性の確保や発揮が困
難となり，セーフティネットとしての機能に影響を及ぼしている可能性がある。
そこで，本研究では，ハローワーク相談員の労働実態から有期雇用であることの業務
への影響を明らかにし，その雇用のあり方と専門性の関係について解明する。
2-3-（a）．研究課題
ハローワークで相談業務に従事する非正規相談員において，有期雇用であることが業
務にどのように影響しているかを明らかにし，雇用のあり方と専門性の関係について解
明する。
2-3-（b）．研究方法
ハローワークでの求人・求職の実態を雇用形態や学歴についてまで把握するために，
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また，ハローワーク相談員の処遇について検討するために，ハローワークの求人検索シ
ステム，公的資料，文献などを用いて資料調査を行う。また，相談業務の実態および雇
用のあり方と業務内容の関連について把握するためにインタビュー調査を行う。
2-3-（c）．インタビュー調査の概要
インタビュー調査では，ハローワーク相談員が有期雇用であることが業務にどのよう
に影響しているかを明らかにするために，①ハローワーク相談員へのインタビューによ
り当事者からハローワーク相談員の労働実態を聴取し，②事業所へのインタビューによ
り求人側から見たハローワークの機能を把握し，③民間人材紹介会社の社員へのインタ
ビューによりハローワークと民間との違いを明確にする。概要については以下を参照さ
れたい。

1．方法 対面またはオンラインにて個別にインタビュー調査を実施
2．実施期間 2023年 6～8月
3．調査対象
⑴対象者・対象事業所
①ハローワークで相談業務に従事する／していた非正規相談員 2名
②ハローワークの専門コーナーの利用事業所 2社
③民間人材紹介会社の社員 1名

⑵対象者・対象事業所の属性
ハローワーク相談員の属性については表 1のとおりである。

表 1 調査対象①ハローワーク相談員

A さん B さん

所属部門 職業訓練相談（専門相談窓口（4）） a．一般職業相談（一般相談窓口）

b．福祉人材コーナー（専門相談窓口）

職名，業務 就職支援ナビゲーター（求職者対応） a．一般相談員（求職者対応）

b．就職支援コーディネーター（両面対応）

勤務状況 更新・公募採用により勤続 10年以上，
異動（5）なし

更新・公募採用により勤続 10年未満，
異動あり

性別，婚姻，年代 女性，既婚，40代 男性，既婚，60代

経歴 主に非正規雇用 大企業定年後

関連資格，経験 キャリアコンサルティングの知識あり キャリアコンサルタント資格なし，
人事労務経験あり

出所：筆者作成

公務の非正規化が業務の専門性に与える影響１１６



A さんと B さん（表 1）は，相談員が有期雇用であることが業務にどのように影響
しているかという現状と課題を明らかにするために，以下の点から一般的なハローワー
ク相談員が経験していることを説明できると考え対象とした。A さんは一般的な女性
の相談員であり，B さんは一般的な男性の相談員である。また，A さん，B さんの両
名で，ハローワーク相談員の 3種類の形態（一般相談員，就職支援ナビゲーター，就職
支援コーディネーター）（6）と，求職者支援と事業所支援（両面対応）の両方を網羅でき
る。
ハローワークの専門コーナーの利用事業所の属性については表 2のとおりである。

表 2 調査対象②ハローワークの専門コーナーの利用事業所

C 事業所 D 事業所

業種 介護保険事業 介護保険事業

法人区分 社会福祉法人 有限会社

事業開始年月 2006年 4月 2002年 10月

施設の種類 特別養護老人ホーム，ショートステイ，
デイサービス

デイサービス，デイホーム，サービス付
高齢者住宅，短期宿泊サービス，訪問介護

職員数 約 50名 約 70名

インタビュイーの役職 施設長 取締役社長

出所：筆者作成

C 事業所と D 事業所（表 2）は，ハローワークが中心的な支援対象とする人手不足
分野，成長分野の中小企業の事業所である。そのため，一般的な支援対象事業所がハ
ローワークに求めることや求人側から見たハローワークの機能について聴取できると考
え対象とした。また，ハローワークの当該専門コーナーは現在はないため，両事業所は
専門コーナーによる事業所支援と一般の求人部による事業所支援の両方を経験してい
る。そして，当該専門コーナーによる支援は相談員の B さんが担当していたため，同
一の支援についてハローワーク側と事業所側の両側から見ることができる。
民間人材紹介会社・E さんの属性については表 3のとおりである。

公務の非正規化が業務の専門性に与える影響 １１７



表 3 調査対象③民間人材紹介会社の社員

E さん

会
社
に
つ
い
て

業種，業態 人材紹介（両面／一気通貫型），ヘッドハンティング

法人区分 株式会社

設立年月 2004年 8月

社員数 約 160名

取扱い業種 全業種

主な取扱い職種 バックオフィス系（人事，総務，労務，財務経理など），
経営者層（CXO，管理職など）

Ｅ
さ
ん
に
つ
い
て

所属部門 営業推進部

職名，業務 コンサルタント（両面対応）

勤務状況 入社 1年目

性別，婚姻，年代 男性，未婚，20代

関連資格，経験 キャリアコンサルタント資格なし

出所：筆者作成

E さん（表 3）は，民間と対比させることでハローワークの役割をより明確にできる
と考え対象とした。E さんの会社は求人・求職の両面を支援する一気通貫型であり，E
さんはコンサルタントとして両面対応を経験していることから，事業所支援，求職者支
援の両方について説明ができる。

3．ハローワークの相談業務と相談員の処遇

本章では，ハローワークの相談業務と相談員の処遇に関する資料調査により，ハロー
ワークの求人・求職の実態を明らかにし，相談員の処遇において相談業務がどのように
評価されているのかを明らかにする。

3-1．ハローワークの役割と機能
厚生労働省は，ハローワークの役割について，「憲法に定められた勤労権の保障のた
め、障害者や生活保護受給者の方など民間の職業紹介事業等では就職へ結びつけること
が難しい就職困難者や人手不足の中小零細企業を中心に、国が無償で支援を行う雇用の
セーフティネットの中心的役割を担うもの」（厚生労働省 2023h: 3）であると説明す
る。
対照とされている民間の職業紹介事業は，2000年前後からの規制緩和により参入が
開始された。近年では，産業・社会構造の変化や働き方の多様化などにより労働移動が
増加し，民間の職業紹介事業が拡大している。それに伴い，ハローワークにはセーフテ
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ィネットとしての役割が一層期待されることになるが，前章で見たように，公務改革に
よりその人員体制はむしろ脆弱化している。第一線でセーフティネットを担う相談員が
不安定な有期雇用であることは，専門性の獲得や発揮を困難にさせ，業務を通してセー
フティネットの機能にも影響を及ぼすことが考えられる。

3-2．ハローワークの求人・求職者の特徴
3-2-（a）．求人の特徴
ハローワークが中心的に支援する事業所は，民間の利用が困難な「人手不足の中小零
細企業」（厚生労働省 2023h: 3）の事業所である。その求人の特徴を把握するために，
ハローワークインターネットサービス（7）の求人検索システムや公的資料を利用して調査
を実施した。ハローワークの求人・求職の状況については，厚生労働省が一般職業紹介
状況として毎月公表しているが，以下の理由により求人検索システムを併用した。ハ
ローワークの求職者には，非正規から正社員を目指す人やさまざまな学歴の人がいるた
め，正社員求人と学歴不問求人についても把握する必要がある。しかし，厚生労働省の
公表資料における雇用形態の区別は「常用（8）（含パート）」か「常用（除パート）」であ
り，「常用（除パート）」には派遣労働者や契約社員なども含まれるため，正社員につい
ては把握できない。また，学歴条件についても記載がなく把握できない。そのため，正
社員求人と学歴不問求人を抽出できる求人検索システムを利用した。また，2022年の
賃金構造基本統計調査（厚生労働省 2023j）によると，企業規模が小さいほど平均賃金
は低い（9）。よって，中小零細企業を中心的に支援するハローワークの求人は低賃金であ
ることが推測される。そのため，賃金傾向についても，後日，同システムを利用して実
態を調査した。
求人検索システムによる調査方法は，ハローワークインターネットサービスの求人情
報検索・一覧からの検索による。まず，2023年 6月 30日時点での一般求人（10）の登録数
約 123万件を 15の職種に分類し，職種ごとの雇用形態別の割合と，そのうち学歴不問
の割合を調べた。次に，11月 20日時点の一般求人についても，職種ごとの雇用形態別
の割合を調べた。そして，職種×雇用形態の代表的な求人パターンにおいては，11月
20日時点の賃金について，賃金条件を設定し，求人パターンごとに各賃金条件での件
数を調べ，割合を算出した。
検索方法は以下のとおりである。条件の指定は，システム内の基本検索条件および詳
細検索条件の各項目での選択または入力により行う。一般求人については，基本検索条
件の「求人区分」で「一般求人」を選択した。15の職種については，基本検索条件の
「希望する職種」の選択リストを基本とし，そのうちの「事務，管理職」を「事務」と
「役員，管理職」に区別した。15の職種の項目名は，「事務」「役員，管理職」「営業」
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「販売」「接客，理美容，調理，サービス」「介護，福祉」「保育，教育」「医療，看護，
保健」「製造，修理，保全，検査，印刷」「技術職（建設，開発，IT），専門職」「建築，
土木，電気工事」「警備，施設管理，設備運転」「運輸（運転），配送」「清掃・洗浄，倉
庫，包装，軽作業」「農業，林業，漁業」である。各職種項目に含まれる具体的な職種
については，附表を参照されたい。正社員については，基本検索条件の「求人区分」で
「一般求人」のうちの「フルタイム」と，「雇用形態」で「正社員」を選択し，パートに
ついては，「求人区分」で「一般求人」のうちの「パート」を選択した。学歴不問につ
いては，詳細検索条件で「学歴不問」を選択した。賃金については，詳細検索条件の
「賃金」で金額を入力すると，求人票に記載されている賃金の上限額を参照した検索が
行える。賃金幅は求人票により異なるが，おおむね月額 10～15万円，大きければ 30万
円ほど，時給ではおおむね 0～100円，大きければ 500円ほどの幅がある。その上限額
について，正社員の場合は，手当・固定残業代を含まない月額税込み 25万円以上，30
万円以上，35万円以上，40万円以上，45万円以上，パートの場合は，時給 1,000円以
上，1,100円以上，1,200円以上，1,300円以上，1,400円以上，1,500円以上という各条
件で，職種×雇用形態の主な求人パターンごとに検索した。
調査結果について，まず，全体の求人件数を表 4, 5に示す。両者で雇用形態別の総
数が異なるが，これは検索方法が異なることによる。表 4は雇用形態別に検索した結果
であり，表 5は雇用形態別・職種別に検索した結果である。両者の総数に差が生じる理
由は，仕事内容によっては同一求人で複数の職種に登録されることがあるためである。
実際の求人総数は表 4のとおりであるが，表 5では職種の重複登録分だけ件数が増加し
ている。以後，調査結果を見る際には，雇用全体に関するものは表 4の雇用形態別検索
結果の総数，職種に関するものは表 5の雇用形態別・職種別検索結果の総数を用いるこ
ととする。

表 4 ハローワークの雇用形態別求人数
2023/6/30 単位［件］

雇用形態 一般求人

正社員 フルタイム
非正社員 パート 雇用形態計

全職種計 639,910
（51.9％）＊

153,286
（12.4％）

438,971
（35.6％）

1,232,167
（100.0％）

＊（ ）内は割合 出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成
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表 5 ハローワークの雇用形態別・職種別求人数
2023/6/30 単位［件］

雇用形態

職種

一般求人

正社員 フルタイム
非正社員 パート 雇用形態計

事務 87,331 22,886 53,196 163,413

役員，管理職 7,558 754 204 8,516

営業 59,927 4,934 3,739 68,600

販売 35,399 11,907 48,906 96,212

接客，理美容，調理，サービス 57,264 23,857 101,153 182,274

介護，福祉 89,959 18,099 76,090 184,148

保育，教育 18,188 7,367 29,978 55,533

医療，看護，保健 89,066 14,452 59,019 162,537

製造，修理，保全，検査，印刷 91,961 21,687 29,268 142,916

技術職，専門職 90,334 14,357 5,794 110,485

建築，土木，電気工事 102,433 9,117 3,760 115,310

警備，施設管理，設備運転 17,886 12,168 18,294 48,348

運輸，配送 53,296 11,567 25,137 90,000

清掃・洗浄，倉庫，包装，軽作業 32,517 18,236 81,152 131,905

農業，林業，漁業 5,832 2,041 3,957 11,830

全職種計 838,951
（53.4％）＊

193,429
（12.3％）

539,647
（34.3％）

1,572,027
（100.0％）

＊（ ）内は割合 出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成

正社員求人の割合は全求人の 51.9％であった（表 4）。
学歴条件に関しては表 6に示す。学歴不問求人の割合は全求人の 71.3％，正社員では

32.6％である。
表 7は，求人の職種別・雇用形態別の傾向を見るために全求人に対する割合を示した
ものである。15の職種と各雇用形態の組み合わせ（全 45パターン）で見ると，全求人
の 51.4％（表 7の網掛け部分の合計）は，割合の多い順に，「建築，土木，電気工事」×
「正社員」，「接客，理美容，調理，サービス」×「パート」，「製造，修理，保全，検査，
印刷」×「正社員」，「技術職（建設，開発，IT），専門職」×「正社員」，「介護，福祉」×
「正社員」，「医療，看護，保健」×「正社員」，「事務」×「正社員」，「清掃・洗浄，倉庫，
包装，軽作業」×「パート」，「介護，福祉」×「パート」の 9パターンが占めている（表
7）。この傾向は，約 5か月の期間をあけた 2回の調査において変わりはなかった（表 7,

8）。よって，この 9パターンは，常に求人が多いという傾向から，紹介に至りにくい求
人であることが考えられる。また，このように，全求人の約半数を全 45パターンのう
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ちの 9パターンだけで占めることから，ハローワークの求人は職種と雇用形態の組み合
わせで見た場合に偏りがあるといえる。

表 6 学歴条件別割合と学歴不問求人の雇用形態別割合
2023/6/30 単位［件］

雇用形態・
学歴条件

一般求人

学歴不問 学歴条件あり
学歴条件計

正社員 フルタイム
非正社員 パート 雇用形態計 雇用形態計

全職種計 401,575
（32.6％）＊

113,451
（9.2％）

364,090
（29.5％）

879,116
（71.3％）

353,051
（28.7％）

1,232,167
（100.0％）

＊（ ）内は割合 出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成

表 7 職種別・雇用形態別求人割合（1）
2023/6/30

雇用形態

職種

一般求人

正社員 フルタイム
非正社員 パート 雇用形態計

事務 5.6％ 1.5％ 3.4％ 10.4％

役員，管理職 0.5％ 0.0％ 0.0％ 0.5％

営業 3.8％ 0.3％ 0.2％ 4.4％

販売 2.3％ 0.8％ 3.1％ 6.1％

接客，理美容，調理，サービス 3.6％ 1.5％ 6.4％ 11.6％

介護，福祉 5.7％ 1.2％ 4.8％ 11.7％

保育，教育 1.2％ 0.5％ 1.9％ 3.5％

医療，看護，保健 5.7％ 0.9％ 3.8％ 10.3％

製造，修理，保全，検査，印刷 5.8％ 1.4％ 1.9％ 9.1％

技術職，専門職 5.7％ 0.9％ 0.4％ 7.0％

建築，土木，電気工事 6.5％ 0.6％ 0.2％ 7.3％

警備，施設管理，設備運転 1.1％ 0.8％ 1.2％ 3.1％

運輸，配送 3.4％ 0.7％ 1.6％ 5.7％

清掃・洗浄，倉庫，包装，軽作業 2.1％ 1.2％ 5.2％ 8.4％

農業，林業，漁業 0.4％ 0.1％ 0.3％ 0.8％

全職種計 53.4％ 12.3％ 34.3％ 100.0％

出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成
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表 8 職種別・雇用形態別求人割合（2）
2023/11/20

雇用形態

職種

一般求人

正社員 フルタイム
非正社員 パート 雇用形態計

事務 5.6％ 1.4％ 3.5％ 10.5％

役員，管理職 0.5％ 0.0％ 0.0％ 0.5％

営業 3.9％ 0.3％ 0.2％ 4.4％

販売 2.3％ 0.8％ 3.0％ 6.1％

接客，理美容，調理，サービス 3.5％ 1.5％ 6.4％ 11.4％

介護，福祉 5.8％ 1.1％ 4.8％ 11.7％

保育，教育 1.3％ 0.5％ 1.9％ 3.7％

医療，看護，保健 5.8％ 0.9％ 3.8％ 10.5％

製造，修理，保全，検査，印刷 5.8％ 1.4％ 1.9％ 9.0％

技術職，専門職 5.7％ 0.9％ 0.4％ 7.0％

建築，土木，電気工事 6.3％ 0.6％ 0.2％ 7.1％

警備，施設管理，設備運転 1.1％ 0.8％ 1.2％ 3.2％

運輸，配送 3.3％ 0.8％ 1.6％ 5.7％

清掃・洗浄，倉庫，包装，軽作業 2.1％ 1.2％ 5.2％ 8.5％

農業，林業，漁業 0.4％ 0.1％ 0.2％ 0.7％

全職種計 53.3％ 12.3％ 34.3％ 100.0％

出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成

続いて，求人・求職者間の職種や雇用形態のマッチング状況とその要因を検討する。
そのために，2023年 6月の一般職業紹介状況の「参考統計表」（厚生労働省 2023d）に
記載される職種（大分類，中分類）を本調査の 15の職種に合わせて分類し，その求人
倍率（11）を表 9にまとめた。なお，「参考統計表」（厚生労働省 2023d）では，雇用形態
の区別は「常用（含パート）」か「常用（除パート）」しかないため，正社員については
「常用（除パート）」の求人倍率を，パートについては「常用（含パート）」の求人倍率
を参照した。
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表 9 職種別・雇用形態別求人倍率
2023/6

職種 大分類 中分類
有効求人倍率

常用
（除パート）

常用
（含パート）

事務 事務従事者 0.41 0.42

役員，管理職 管理的職業従事者 1.11 0.97

営業 販売従事者 営業職業従事者 2.15 2.03

販売 販売従事者
商品販売従事者 1.82 1.88

販売類似職業従事者 2.49 2.65

接客，理美容，調理，サー
ビス サービス職業従事者

家庭生活支援サービス職業従事者 1.02 3.38

生活衛生サービス職業従事者 3.02 3.21

飲食物調理従事者 2.62 2.75

接客・給仕職業従事者 2.31 3.17

その他のサービス職業従事者 1.24 1.60

介護，福祉
サービス職業従事者 介護サービス職業従事者 3.34 3.73

専門的・技術的職業従事者 社会福祉専門職業従事者＊1 2.87 2.52

保育，教育＊5 専門的・技術的職業従事者
社会福祉専門職業従事者＊1 2.87 2.52

その他の専門的職業従事者＊2 0.57 0.74

医療，看護，保健
専門的・技術的職業従事者

医師，歯科医師，獣医師，薬剤師 2.98 1.99

保健師，助産師，看護師 2.07 1.81

医療従事者 2.88 2.85

その他の保健医療従事者 2.03 1.82

サービス職業従事者 保健医療サービス職業従事者＊3 3.11 3.03

製造，修理，保全，検査，
印刷

生産工程従事者 1.77 1.69

輸送・機械運転従事者 定置・建設機械運転従事者＊4 2.07 1.78

技術職（建設，開発，IT），
専門職 専門的・技術的職業従事者

製造技術者（開発） 2.26 1.88

製造技術者（開発を除く） 0.84 0.72

情報処理・通信技術者 1.65 1.51

その他の技術者 2.09 1.70

美術家，デザイナー，写真家，映像
撮影者 0.17 0.20

その他の専門的職業従事者＊2 0.57 0.74

建築，土木，電気工事

建設・採掘従事者 5.68 5.07

専門的・技術的職業従事者 建築・土木・測量技術者 6.13 5.00

輸送・機械運転従事者 定置・建設機械運転従事者＊4 2.07 1.78

警備，施設管理，設備運転
保安職業従事者 6.69 6.04

サービス職業従事者 居住施設・ビル等管理人 0.69 0.89

公務の非正規化が業務の専門性に与える影響１２４



運輸（運転），配送 輸送・機械運転従事者

鉄道運転従事者 0.61 0.62

自動車運転従事者 2.68 2.53

船舶・航空機運転従事者 0.55 0.52

その他の輸送従事者 0.91 0.83

清掃・洗浄，倉庫，包装，
軽作業 運搬・清掃・包装等従事者

運搬従事者 1.13 1.21

清掃従事者 1.25 1.67

包装従事者 1.51 1.54

その他の運搬・清掃・包装等従事者 0.28 0.32

農業，林業，漁業 農林漁業従事者 1.17 1.15

全職種計 1.20 1.12

出所：ハローワーク求人検索システムと一般職業紹介状況（2023年 6月分）の「参考統計表」（厚生労働省 2023d）
および「日本標準職業分類（平成 21年 12月統計基準設定）分類項目名」（総務省ホームページ）より筆者作
成

*1 社会福祉専門職業従事者には，福祉相談指導専門員，福祉施設指導専門員，保育士，その他の社会福祉専門職
業従事者が含まれる。

*2 その他の専門的職業従事者には，図書館司書，学芸員，カウンセラー（医療・福祉施設を除く），個人教師，職
業スポーツ従事者，通信機器操作従事者，他に分類されない専門的職業従事者が含まれる。

*3 保健医療サービス職業従事者には，看護助手，歯科助手，その他の保健医療サービス職業従事者が含まれる。
*4 定置・建設機械運転従事者には，発電員，変電員，ボイラー・オペレーター，クレーン・ウインチ運転従事者，

ポンプ・ブロワー・コンプレッサー運転従事者，建設・さく井機械運転従事者，採油・天然ガス採取機械運転
従事者，その他の定置・建設機械運転従事者が含まれる。

*5 一般職業紹介状況（2023年 6月分）の「参考統計表」（厚生労働省 2023d）には，大分類「専門的・技術的職業
従事者」の中分類「教員」についての情報は記載がないため，この表では教員に関する求人倍率は含まれない。

先の 9つの主な求人パターンについて，表 9および表 7より把握した求人・求職の傾
向と解釈は次のとおりである。
1つ目に，「建築，土木，電気工事」×「正社員」，「接客，理美容，調理，サービス」×

「パート」，「介護，福祉」×「正社員」，「介護，福祉」×「パート」，「医療，看護，保健」×
「正社員」，「製造，修理，保全，検査，印刷」×「正社員」の 6パターンは，求人が多く
（表 7）求人倍率も高い（表 9）。よって，求職希望者が特に少なく，ミスマッチ（求人
と求職者の希望の不一致）が大きい。2つ目に，「清掃・洗浄，倉庫，包装，軽作業」×
「パート」については，「その他の運搬・清掃・包装等従事者」は求人倍率が低いが，
「運搬従事者」「清掃従事者」「包装従事者」単独ではそれぞれ 1倍を超えている（表
9）。よって，「清掃・洗浄，倉庫，包装，軽作業」×「パート」についても，「運搬従事
者」「清掃従事者」「包装従事者」では，求人が多く（表 7）求人倍率も高い（表 9）た
め，求職希望者が少なくミスマッチがあるといえる。3つ目に，「事務」×「正社員」は，
求人は多い（表 7）が求人倍率は低い（表 9）。よって，求職希望者が特に多いためにミ
スマッチが大きい。4つ目に，「技術職（建設，開発，IT），専門職」×「正社員」は，職
種により求人倍率に差（表 9）がある。これは，求人倍率が高い職種については，専門
的な経験や資格，スキルを要するために該当する求職者が少ないことが考えられ，求人
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倍率が低い職種については，求職者が多いというよりも特殊な資格や専門性を要するこ
とから求人自体が少ないことが考えられる。
このように，求人数の多い主な求人パターンにおいてミスマッチがあることから，ハ
ローワークでは，求人・求職者間のミスマッチが大きいといえる。また，その要因とし
ては，職種や雇用形態の量的なミスマッチのほかに，賃金などの労働条件が求職者の希
望と合わない求人が多いことや，求人側が求める経験や資格，スキルなどを有する求職
者が少ないこと，求人側にも未経験者を採用し育成する余裕がないこと，または，求職
者が背景に生活環境や心身面などの何らかの問題を抱えており就職が困難であるこ
と（12）などが考えられる。
次に，ハローワークの求人の賃金傾向について検討する。2022年の雇用動向調査

（厚生労働省 2023i）より，企業規模別・入職経路別入職者の割合を算出すると，ハ
ローワーク（職業安定所，ハローワークインターネットサービス）経由の入職者の割合
は，1,000人以上の企業では 13.7％，300～999人では 15.7％，100～299人では 19.9％，
30～99人では 22.1％，5～29人では 21.9％であり，規模が小さい企業での入職が多い。
このことから，ハローワークの求人は中小零細企業の求人が多いと考えられる。また，
2022年の賃金構造基本統計調査（厚生労働省 2023j）によると，勤続 1年未満の人の
企業規模別の平均賃金は，1,000人以上の企業では 261,300円，100～999人では
247,900円，10～99人では 238,000円であり，企業規模が小さいほど平均賃金は低い。
よって，中小零細企業が多いハローワークの求人は，低賃金の求人が多いと考えられ
る。
その実態として，賃金調査の結果を次に示す。求人票に記載される賃金の上限額の分
布を，正社員は表 10に，パートは表 11にまとめた。

表 10 正社員求人の税込み月額賃金の上限額の分布
2023/11/20

雇用形態・上限賃金

職種

正社員

25万円以上 30万円以上 35万円以上 40万円以上 45万円以上

事務 38.9％ 19.4％ 9.5％ 4.6％ 2.1％

介護，福祉 16.8％ 5.1％ 1.6％ 0.5％ 0.2％

医療，看護，保健 36.4％ 15.0％ 6.4％ 3.3％ 1.7％

製造，修理，保全，検査，印刷 55.3％ 28.1％ 13.0％ 5.7％ 2.2％

技術職，専門職 81.1％ 62.0％ 42.9％ 27.6％ 14.4％

建築，土木，電気工事 78.1％ 57.1％ 35.0％ 20.6％ 10.7％

全職種計 35.1％ 19.7％ 10.7％ 5.8％ 2.8％

出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成
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表 11 パート求人の時給の上限額の分布
2023/11/20

雇用形態・上限賃金

職種

パート

1,000円
以上

1,100円
以上

1,200円
以上

1,300円
以上

1,400円
以上

1,500円
以上

接客，理美容，調理，サービス 78.5％ 50.2％ 32.3％ 16.9％ 9.8％ 7.8％

清掃・洗浄，倉庫，包装，軽作業 70.2％ 40.6％ 23.1％ 10.7％ 5.6％ 4.0％

介護，福祉 90.8％ 72.8％ 56.0％ 39.4％ 27.8％ 19.6％

全職種計 66.7％ 48.3％ 35.5％ 23.7％ 17.3％ 13.8％

出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成

この結果より，正社員求人（表 10）については，たとえば，「事務」では，税込み月
額上限額が 25万円以上は 38.9％であるので，61.1％は 25万円未満の求人ということ
になる。同様に見ると，全職種では，64.9％が 25万円未満の求人である。パート求人
（表 11）については，たとえば，「接客，理美容，調理，サービス」では，時給上限額
が 1,200円以上は 32.3％であるので，67.7％は 1,200円未満の求人である。同様に見る
と，全職種では，64.5％が 1,200円未満の求人である。なお，表 10の税込み月額賃金
は求人票に記載の賃金の上限額について参照しているため，最大でもこの額面というこ
とになる。また，賃金幅のある求人においては，採用されたとしても職務経験が浅い場
合はほぼ下限額での採用となるため，実際のハローワークの求人の賃金傾向はこの調査
結果よりもさらに低くなると考えられる。ハローワークの求人のこのような低賃金の傾
向は，先に見た正社員求人の少なさや学歴不問求人の多さの結果でもあり，また，それ
が求人・求職者間のミスマッチを増大させているといえる。
以上の調査結果をまとめると，ハローワークの求人の特徴として，①正社員求人は約
半数と少ないこと，②学歴不問求人は約 7割と多いこと，それらと関連して，③低賃金
の求人が多いこと，④求人・求職者間のミスマッチがあることが明らかになった。よっ
て，紹介に至りにくい求人が多く，人材確保が困難で人手不足の事業所が多いといえ
る。
3-2-（b）．求職者の特徴
ハローワークが中心的に支援する求職者は，「民間の職業紹介事業等では就職へ結び
つけることが難しい就職困難者」（厚生労働省 2023h: 3）である。ハローワークの求人
は，求職者が希望する雇用形態などの労働条件と合わないものが多いことが，先の「求
人の特徴」で示された。そのため，雇用形態別の求人・求職状況を把握できるよう，
2023年 6月の一般職業紹介状況（厚生労働省 2023c）をもとに，常用以外と，パート
を除く非正社員に関する数値を追加して算出した。また，実際に求職活動中の求職者や
求人中の事業所の状況を知るために，対有効求職者数の就職率，対有効求人数の充足率
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を算出し，表 12にまとめた。

表 12 就業・雇用形態別 求人・求職状況
2023/6

全数
常用

常用以外
雇用形態計 正社員 パートを除く

非正社員 パート

月間有効求職者数 （人）
（％）

1,992,785
100.0

1,979,008
99.3

1,183,977
59.4

795,031
39.9

13,777
0.7

月間有効求人数 （人）
（％）

2,442,531
100.0

2,215,496
90.7

1,168,806
47.9

252,454
10.3

794,236
32.5

227,035
9.3

就職件数 （件）
（％）

106,560
100.0

97,636
91.6

42,521
39.9

10,512
9.9

44,603
41.9

8,924
8.4

有効求人倍率 （倍） 1.23 1.12 1.20 1.00 16.48

就職率（対有効求職者数）（％） 5.3 4.9 4.5 5.6 64.8

充足率（対有効求人数） （％） 4.4 4.4 3.6 4.2 5.6 3.9

出所：「一般職業紹介状況（令和 5年 6月分）」（厚生労働省 2023c）をもとに筆者作成

表 12より把握した求職者の特徴は以下のとおりである。
月間有効求職者のうち常用就職を希望する人の割合は 99.3％であり，雇用形態別で
は 59.4％が常用の中でもパート以外の雇用形態を希望している。つまり，ほとんどの
求職者が雇用の安定を重視しており，雇用形態もできるだけ正社員などを希望してい
る。正社員求人が約半数と少ない求人側とのこのような雇用形態のミスマッチは，有効
求人倍率における常用（1.12倍）と常用以外（16.48倍）の落差にも示される。
就職率は全数で見ても 5.3％に過ぎず，20人に 1人しか就職できない状況である。し
かし，有効求人倍率は全数で 1.23倍であるため求人数に不足はなく，また，求人の充
足率は 4.4％と低いため事業所にも採用意欲はある。それにもかかわらず就職率がこの
ように低いことから，就職自体が困難な求職者が多いと考えられる。
就職件数を雇用形態別に見ると，正社員は 39.9％，常用のパートは 41.9％である。
ほとんどの求職者が安定就職を希望しているにもかかわらず，6割は正社員以外での採
用，4割は常用であってもパートでの採用である。しかし，これも有効求人倍率や充足
率を見る限り，求人数が不足しているわけではない。つまり，正社員などのより安定し
た就職のためには何らかの支援が必要な状況である。
雇用形態別の就職状況は，就職率では，常用のうちの正社員とパートを除く非正社員

（4.5％）のほうがパート（5.6％）よりも低い。しかし，有効求人倍率では，正社員と
パートを除く非正社員（1.20倍）のほうがパート（1.00倍）に比べてむしろ高い。よっ
て，正社員とパートを除く非正社員では，相対的に求人が多いにもかかわらず就職率が
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低く，より就職に結びつきにくいといえる。その要因の 1つに，求人側が正社員などに
求める経験やスキルを有している求職者が少ないことが考えられ，安定就職のために知
識やスキルの習得の支援が必要だと考えられる。
以上より，ハローワークの求職者の特徴として，①ほとんどの求職者が雇用の安定を
重視し，6割は正社員などを希望していること，②就職率は 20人に 1人であり，就職
自体が困難な求職者が多いこと，③6割は正社員以外での採用であり，就職できる求職
者であっても安定就職のためには何らかの支援が必要であること，④求人側との雇用形
態のミスマッチが大きいことが明らかになった。

3-3．ハローワークの相談業務の特徴
このような求職者や事業所の特徴を踏まえると，ハローワークは単なる職業紹介だけ
では安定雇用につなげられず，セーフティネットの役割を果たせないことになる。
求職者に対しては，就職の準備や安定した就労継続のための支援が必要であり，その
課題や方向性を見極めるための相談業務が重要になる。そして，求職者の置かれる状況
や状態はさまざまであるため，相談内容は多岐にわたる。ハローワークでは，民間での
対応が困難な求職者を中心的に支援することから，よりきめ細かな対応を要する相談が
多いと考えられる。職業相談の代表的な資格であるキャリアコンサルタントに関する調
査（労働政策研究・研修機構 2023: 315）によると，キャリアコンサルティングにおけ
る最も困難な相談内容は「メンタルヘルス，職場の人間関係，発達障害」である。この
うち「職場の人間関係」は，離職理由の中でも多く見られる（厚生労働省 2023i）た
め，離職手続きを行うハローワークでは対応する頻度が高いといえる。また，人間関係
の悩みは「メンタルヘルス」不全を招くことや，逆に，人間関係の困難さの背景に「発
達障害」が隠れていることもあるため，この 3つは関連している。そのため，ハロー
ワークではこの 3つの最も困難な相談に応じる可能性が高い。実際に，これらの事例
は，ハローワーク相談員に関する先行研究（竹信他 2020；廣川 2008）でも挙げられて
いる。ハローワークの相談業務には，求職者の背景にあるそのような問題をも見出し適
切な支援を行うための専門性と，時間をかけたきめ細かな対応が求められる。
事業所に対しても，求人票を掲出するだけでは充足が困難なため，より積極的な支援
が必要になる。たとえば，事業所訪問により，求める人材像や社風などの情報を詳細に
収集し，求職者の傾向や活用できる制度などの情報提供や個別のマッチングを行い，労
働条件や採用活動，労務管理などに関する助言や，法令違反がある場合は職業安定行政
として是正・指導を行うことになる。その際にも，相談の中で，事業所が自覚していな
いような問題をも見出し，解決に向けて情報提供や助言などを行う専門性が求められ
る。このような事業所が抱える問題も，短期的に解決するようなものではないため，中
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長期的な手厚い支援が必要である。
一方，民間の人材紹介会社では，利益を獲得する必要があるため，多大な時間や費用
をかけて就職や定着のために求職者の育成や事業所への助言などを行うことは困難であ
る。また，売上となる紹介手数料は一般的に紹介者の年収が基準になるため，応募が集
まりやすい高給の求人と，それに見合う経験やスキルをすでに兼ね備えている求職者
が，民間での支援対象となりやすい。したがって，民間では，労働市場からいかにその
ような求人や求職者を発掘してマッチングさせるかが重要となり，事業所や求職者に対
する支援のあり方もハローワークとは対照的になると考えられる。
このように，民間とは対照的にセーフティネットを担うハローワークでは，その対象
である求職者や事業所の特徴から，支援においては相談業務と中長期的な関わりが重要
となる。そして，その相談の中で，当事者が自覚していないような問題をも見出し，解
決に向けて対処する専門性やスキルが求められる。

3-4．ハローワーク相談員の処遇
次に，このような任務が求められる相談員の処遇において，相談業務に必要な専門性
やスキルがどのように評価されているのかを把握するために，ハローワーク相談員に関
する求人票や文献を用いて調査した。
求人票による調査方法は以下のとおりである。ハローワーク相談員についてもハロー
ワークに求人票が掲出されるため，ハローワークインターネットサービスの求人検索シ
ステムにより調査を実施した。2023年 5～6月に掲出されていた全国のハローワーク相
談員に関わる求人票 24件について，雇用形態，仕事内容，必要な資格・経験，賃金を
調べた。また，最低賃金を考慮したうえで職種間の比較を行った。対象職種・件数は，
3種類の相談員 19件（就職支援ナビゲーター 6件，就職支援コーディネーター 4件，
一般相談員 9件）と事務員 5件である。就職支援ナビゲーターと就職支援コーディネー
ターは専門相談員という括りであるが，両者は仕事内容が異なるため，別個で比較を行
った。事務員については，相談員の仕事内容に事務なども含まれることから，相談業務
の評価を把握するための比較対象として含めた。検索方法は，基本検索条件の「フリー
ワード」で「安定所」と入力し，詳細検索条件の「希望する産業」で産業分類の国家公
務にあたる中分類コード「97」を入力して検索し，抽出された求人票の職種と仕事内容
を見てハローワーク相談員と非正規の事務員に該当するものを選別した。
調査結果は以下のとおりである。
まず，雇用形態については，いずれも年度内を限度とする有期雇用である。更新・公
募に関しては，勤務実績等の評価により公募によらない再採用を連続 2回を限度として
行う場合があり，その後は公募への応募が必要である旨が求人票に記載されている。
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しかし，ハローワークは職業安定行政であり，国民の雇用の安定のための継続的な取
組が求められるため，その業務には恒常性がある。また，セーフティネットの観点から
も，その中心的な支援対象である就職困難者や人手不足の中小零細企業が抱える問題
は，短期的に解決するようなものではないため，中長期的な安定した支援が必要であ
る。その支援が単年度で途切れうる不安定なものであっては，セーフティネットの役割
を果たせない。セーフティネットにおいては，先述のとおり，相談業務が重要であり，
相談員にはその専門性やスキルが求められる。公務労働が公共性を保つためにも，専門
性や，専門性に裏付けられた中立性，公平性が必要である（松尾 2017）。しかし，単年
度の有期雇用であれば，実務経験の積み上げによるスキルの蓄積が困難であり，長期的
なキャリアの展望も持ちづらくなるため，専門性やスキルを計画的に獲得し向上させる
ことも難しい。つまり，身分の不安定性は，業務における専門性の力量発揮を困難にさ
せ，セーフティネットの機能に影響を与える可能性がある（図 2）。

このような公務が安定的になされるために，本来は，公務員の身分は保障される。森
園他（2015）によると，職員の分限（13），懲戒及び保障の根本基準である国家公務員法
第 74条（14）および第 75条（15）の趣旨は，身分保障により公務の公正性と安定性を確保し，
その適正かつ能率的運営を図るというものである。したがって，職業安定行政として雇
用のセーフティネットを担うハローワーク相談員においても，身分保障が必要だといえ
る。
次に，仕事内容については，職種ごとに主なものをまとめると表 13のようになる。

出所：筆者作成
図 2 ハローワークにおける有期雇用の影響
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表 13 ハローワーク非正規職員の主な仕事内容

就職支援ナビゲーター 職業相談，職業紹介，事務，電話応対，受付，ジョブ・カード作成，
セミナー実施など

就職支援コーディネーター 職業相談，職業紹介，事務，電話応対，受付，セミナー実施，事業所
支援，個別求人開拓，面接会企画実施など

一般相談員 職業相談，職業紹介，事務，電話応対，受付など

事務員 事務，電話応対，受付など

出所：ハローワークの求人票をもとに筆者作成

表 13より，事務員の仕事内容はこれらすべての職種に含まれること，一般相談員は
事務員の仕事に「職業相談，職業紹介」がプラスされること，就職支援ナビゲーターと
就職支援コーディネーターは一般相談員の仕事にさらにプラスして要求される業務があ
ることがわかる。
必要な資格については，求人票により多少異なるものの，おおむね表 14のようにな
る。

表 14 ハローワーク非正規職員の必要な資格

就職支援ナビゲーター キャリアコンサルタント，産業カウンセラー あれば尚可

就職支援コーディネーター キャリアコンサルタント，産業カウンセラー あれば尚可

一般相談員 不問

事務員 不問

出所：ハローワークの求人票をもとに筆者作成

表 13および表 14より，仕事内容と資格の関係について以下のことがいえる。
一般相談員は，仕事内容として職業相談や紹介を行うにもかかわらず，それに関連す
る資格は不問とされている。そのことから，職業相談と関連のあるキャリアコンサルタ
ントや産業カウンセラーの資格は，就職支援ナビゲーターや就職支援コーディネーター
にプラスして要求された業務に対して求められていると考えられる。しかしながら，そ
れらの資格は必須とはされていない。したがって，ハローワークは資格をそれほど重視
しておらず，実際の一般相談員と就職支援ナビゲーターおよび就職支援コーディネー
ターの間では，資格の有無による区別はないと考えられる。
また，必要な経験等については，就職支援ナビゲーターと就職支援コーディネーター
では「キャリアコンサルタント，産業カウンセラー等の資格保持者，企業の人事労務管
理に関する知識・経験を有する方，職業相談・職業紹介に○年以上従事した経験を有す
る方」などのいずれかを必須としているものが多く，一般相談員では「接客，事務の経
験があれば尚可」や「不問」としているものが多い。このことから，1つには，ハロー
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ワークが職業相談に関する資格や経験と人事労務管理に関する知識や経験を同列に扱っ
ていることがわかる。しかし，たとえば，人事労務経験があってもキャリアコンサルテ
ィングの知識がなければ，そのプロセスに基づく相談は行えない。よって，これらの資
格や経験を区別していないことから，ハローワークは職業相談の範囲や手順などに一定
の基準を設けていないと考えられる。もう 1つには，一般相談員はそのような専門知識
や経験がなくとも職業相談を行える状況にあることから，ハローワークが職業相談に重
きを置いていないことが考えられる。
賃金（時給）については，職種により異なり，また，各職種とも賃金幅が設定されて
いる。職種ごとに賃金の下限額，上限額，賃金幅の平均値を算出したものを表 15に示
す。

表 15 ハローワーク非正規職員の平均賃金（時給）
単位［円］

下限額 上限額 賃金幅

就職支援ナビゲーター 2,157 2,197 40

就職支援コーディネーター 2,115 2,155 40

一般相談員 1,191 1,375 184

事務員 952 1,241 289

出所：ハローワークの求人票をもとに筆者作成

賃金は，表 15の下限額と上限額の間で学歴・職歴を考慮して決定される。
また，各職種を募集しているハローワークの所在地域により最低賃金が異なるため，
まず，表 16に示すとおり，職種ごとの最低賃金の平均値（B 欄）を算出した。そのう
えで，職種ごとの賃金の下限額の平均値（A 欄）と最低賃金の平均値（B 欄）との差
額（C 欄）により職種間の比較を行った。

表 16 ハローワーク非正規職員の賃金比較（時給）
単位［円］

A．下限額（平均） B．最低賃金（平均） C．A と B の差額

就職支援ナビゲーター 2,157 940 1,217

就職支援コーディネーター 2,115 959 1,156

一般相談員 1,191 917 274

事務員 952 910 42

出所：ハローワークの求人票をもとに筆者作成

表 16の C 欄の職種間の賃金差は，主な仕事内容（表 13）や必要な資格（表 14）の
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職種間の違いを反映する。つまり，この差額は，重なる業務を同じ質と分量でこなして
いる場合におけるプラスされた業務に対する評価だといえる。したがって，その重なる
業務の割合が小さくなれば，プラスされた業務に対する評価は C 欄以上のものになる。
各職種の仕事の質の評価や各業務の割合が不明なため一概にはいえないが，仕事の質の
評価と重なる業務の分量が同一であると仮定して，C 欄より業務の評価の傾向を捉え
る。
表 16の C 欄を見ると，一般相談員と就職支援ナビゲーターおよび就職支援コーディ
ネーターの間に明らかな賃金差がある。この職種間の主な仕事内容（表 13）の違いは，
共通する「職業相談，職業紹介，事務，電話応対，受付」以外の部分である。つまり，
就職支援ナビゲーターと就職支援コーディネーターにプラスして要求された業務に対し
て，少なくともこの差額分の評価がなされている。したがって，この一般相談員の 274

円（C 欄）と就職支援ナビゲーターの 1,217円（C 欄）の賃金差 943円と，一般相談員
の 274円（C 欄）と就職支援コーディネーターの 1,156円（C 欄）の賃金差 882円に
は，職業相談の評価は含まれない。職業相談の評価は，主な仕事内容（表 13）で事務
員の仕事に「職業相談，職業紹介」がプラスされる一般相談員と，事務員との賃金差に
表れる。少なくとも，C 欄の両職種の賃金差 232円（一般相談員 274円－事務員 42円）
が，「職業相談，職業紹介」の評価ということになる。この差額は，一般相談員と就職
支援ナビゲーターの 943円という差額や一般相談員と就職支援コーディネーターの 882

円という差額に比べて約 4分の 1と小さい。よって，他の業務に比べて職業相談に対す
る評価が低いといえる。
昇給については，「昇給は，規定により翌年度に再び同一官職に採用された場合，4
月 1日に実施します（給与額が上限に達している場合はなし）」といった記載がある。
相談員は単年度契約であるため，この「昇給」とは，将来的に賃金が上昇していくよう
な一般的な昇給ではなく，更新や公募により再採用された場合の賃金が，求人票に記載
された賃金の範囲内で上昇するというものである。「昇給」の上限は表 15の上限額にな
る。一般相談員を例にすると，「昇給」額は最大で賃金幅の 184円（表 15）であるの
で，1日 6.5時間，月 20日勤務として，月額 23,920円になる。相談員の求人条件は基
本的に毎年ほぼ変わらないので，将来的にもこれがおおむね上限といえる。したがっ
て，仮に，更新や公募による採用を繰り返し 10年，20年と勤めたとしても，経験やス
キルがどれほど向上したとしても，賃金に反映されるのは最大で月額 23,920円程度で
ある。つまり，単年度の有期雇用であるためにベースアップはなく，十分な生計は立て
られないという処遇である。
以上のことから，相談員は身分の不安定な有期雇用とされ，その処遇において，相談
業務の専門性が適正に評価されていないことが明らかになった。また，採用条件におけ
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る必要な資格や経験が明確でないことから，ハローワークは相談業務のあり方に一定の
基準を設けていないと考えられた。
しかし，前節および本節で示したように，セーフティネットとして機能するために
は，相談業務が重要であり，それを担う相談員の身分の安定性が必要である。そこで，
ハローワークのこのような体制が実際の相談業務においてどのように影響を与えている
のかを明らかにするために，次に，ハローワーク相談員の労働実態についてインタビ
ュー調査を実施した。

4．ハローワーク相談員が果たしている役割・機能と有期雇用の関係性

インタビュー調査では，民間との対比により，ハローワークの雇用のセーフティネッ
トとしての役割と相談員に求められる専門性やスキルがより明確になった。また，事業
所がハローワークに求めることは，民間とは対照的なセーフティネットとしての役割で
あり，その一層の強化であることが示された。そして，ハローワーク相談員より聴取さ
れた労働実態から，有期雇用であることが業務にどのように影響しているのかを明らか
にし，専門性の側面からセーフティネットの役割・機能と有期雇用の関係性を解明し
た。

4-1．ハローワークの役割と相談員に必要な専門性 －民間との比較
4-1-（a）．求職者の特徴
ハローワークの求職者の特徴として，相談員の A さんと B さんは，短期離転職者，
長期失業者，発達障害傾向の人，中高年齢者，退職を余儀なくされた人，正社員経験の
少ない人，無資格・未経験者などを挙げている。

（ハローワークの求職者の特徴）
A さん：
・「（発達障害の傾向を）本人も自覚してないし家族もあんまり認めたくないみたいな人もやっ
ぱりいらっしゃる。… 結構そういう人って，短期で辞めてハローワークに来て，（失業が）
長期化してっていうのが常態化してると思うんです」
・「60代，70代の人って結構多いんですよね。で，転職されるっていう 40代以降の方とか。
10代，20代，30代ぐらいはそんなにはいらっしゃらないですね。」

B さん：
・「さらに高い賃金を求めて転職をしたいという人，… 退職を余儀なくされた方，定年退職
者，パートでずっとつないで働いてきて正社員就職したいという人。」
・「比較的年齢層が平均でいうと高い。あるいは，若い方でもそこまで突っ込んでは考えてい
ない。…（介護職を希望していても）無資格者で資格取得に意欲がない，仕事についてあま
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り実態を知らないような人」
・「（介護職希望の求職者は）有資格者が少ない。… 面接に行っても実態はなかなか男性は採
用されない。ましてや無資格だとなおのこと。…（女性でも）シニア層は採用につながりに
くい」

これらの求職者は，セーフティネットの中心的な支援対象である「民間の職業紹介事業
等では就職へ結びつけることが難しい就職困難者」（厚生労働省 2023h: 3）だといえ
る。単に求人を紹介するだけでは就職が難しく，就職のための準備や定着のための支援
が必要な求職者だといえ，第 3章の資料調査で明らかにした特徴や考察とも一致する。
また，どれほど困難な求職者であっても，A さんが言うように，ハローワークは受け
皿として排除することはできない。

（ハローワークの求職者の受入れ）
A さん：
・「ハローワークって受け皿だし，排除するっていうことはできない」
・「やっぱりみんな平等にというところはあるのかなと思います。」

そのため，あらゆるすべての求職者がハローワークの支援対象となり，相談内容は多岐
にわたる。困難事例としては，長期失業者の中でも特に就職が困難な求職者，発達障害
傾向の人，職務経験の少ない人などが挙げられた。

（困難事例）
B さん：
・「元受刑者 … もう 10年経ってたね。そういう方が来られて。… ハローワークから見て就職
が最も困難な人ですよね。… 何回か来るわけですよ，私の所へ。そのうち，受付で『B さ
んにお願いしたいんだけど』と言って来られて。… 話をよく聞いてくれるというのがあっ
たみたいで。… 実は実刑 6か月受けたと。そういう前歴がどうしても残るわけですよね。
本人も自暴自棄になってたようなのもあるんだろうけど，それでも日雇労働やいろいろなこ
とを経験しながら自分なりに頑張ってきたけど，ちゃんとした勤めはどこへ行っても相手に
されなかったということなんですよ。自分の中ではすごく真面目なタイプの人で，これだっ
たら，なんとかサポートしてあげようかなあという気持ちが湧いてきて。… 情報提供をし
ようとするんだけど，… どれも紹介困難なものばっかりで僕も困ってたね。… で，（個人的
に知っていた）社長といろんな話をして，求人票を一緒に作り上げて出してもらった。…
もう全部話をしてそういうお願いをしたら，… その働きぶりを見て決めようじゃないかと
いうことになったんですね。… で，きっちり勤めたわけですよ。非常に社長から好印象を
持たれたんですね。そういう事例がありました。」

A さん：
・「（発達障害傾向の求職者への対応は）ものすごく専門知識があるわけではないし，はっきり
そうなのかどうかも判定が難しいというか。… 専門相談の部門のほうを場合によっては案
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内するっていうこともありますけど，ただ，ストレートに何か言うわけにいかないんで，そ
こはやっぱり難しいですね。本人のためには，やっぱり，それをはっきりわかって自分に合
った就労支援を受けられて，自分に合った職場に行けたら一番いいと思うんですけど。た
だ，そこに持っていくまでっていうのは，難しさはありますね。」
・「（発達障害の傾向を）自分はわかってるケースもあるんですよね。自分がちょっと発達（障
害）じゃないかってわかってて一般相談に来ることもあるけど，でも，家族が認めないって
いうケースもやっぱりあるので。（専門）相談を本人はしたいけどできないみたいな場合は
あります。」

これらの事例から，その対応がいかに困難であり，中長期的な関わりと相談の専門性を
要するかが読み取れる。
一方，民間の E さんの人材紹介会社がターゲットにする求職者は，市場ニーズのあ
る層であり，正社員のみで，30～50代でおおむね年収 800万円以上，転職回数は多い
と転職に不利なため多くても 4, 5回までと，かなり限定的である。求職登録自体は誰
でも行うことができ，登録者数は自社登録と 9つの提携ポータルサイトで 20万人ほど
はいるとのことなので，その中から厳選された求職者が E さんの会社の支援対象とい
うことになる。

（民間の紹介会社の求職者の特徴）
E さん：
・「僕たちは正社員しかやってないですね。」
・「30～50代で，大体 800万円以上の年収の人たちがボリュームゾーンなんですよ。」
・「そもそも転職回数が多いと，転職時にすごくそこは書類で見られたりするので，大体 4, 5

回がライン」
・「（登録者は）自社で累計で 7万，8万ぐらいです。…（提携）ポータル数でいうと 9ですね。
（人数は）全部合わせると … 20万とかになるんじゃないですかね。」

困難事例は，スカウトした求職者が求人側の希望に適う人材ではなかった場合とのこと
であった。

（困難事例）
E さん：
・「声をかけたんだけれども，いい人材じゃなかったっていうことですよね。それは結構難し
い。そういう状態にならないように声をかけるのが前提ではあるんですけど，なってしまっ
た場合はうまく引くというか。そこが一番難しいところですかね。」

このように，民間においては支援対象がかなり限定されることになる。
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4-1-（b）．求人の特徴
ハローワークの求人の特徴は，B さんによると，正社員求人が少ない，低賃金，労務
管理が不十分，中小零細企業，人手不足分野，成長分野である。これらも，第 3章の資
料調査の結果や，セーフティネットの中心的な支援対象である「人手不足の中小零細企
業」（厚生労働省 2023h: 3）の特徴と一致する。

（ハローワークの求人の特徴）
B さん：
・「もともと正社員の求人が少ない」
・「（一般的な事務職の）パート職の時給を 1日 8時間で換算して，1か月 20日あるいは 24日
働くようなことで考えると，パート職の賃金は 14, 5万ぐらいだったと思います。… 一般の
派遣会社あるいは求人会社の賃金というのは絶対高いと思います。」
・「中小企業というよりも零細企業と言ってもいいような企業が数でいえば大半です」
・「労働基準法がちゃんと守られて働く人がちゃんと守られているのかなとか，そんなふうに
見ていくと，そこに曖昧さがあったり，不十分さがあったり。… そういったようなことが
不十分なために，… 他の仕事に移ったりとか，長続きしなかったりとか。… で，慢性的な
人手不足であったり，定着率が低かったり」
・「（福祉人材コーナーの）業務内容は，介護福祉人材の確保。当時，福祉業界というのはある
意味成長期，あるいは高齢化という社会の中で，これからますます重要な責任を担うという
ところだから，福祉人材がどれだけ確保できるかっていうのは重要なテーマだったですね，
社会背景も含めて。それに対して，ハローワークとしてもその介護福祉に特化した部門を設
けて，そこで専門的に人材の確保をすると。」

B さんによると，定着率が低く慢性的な人手不足の事業所は，労務管理が曖昧で不十分
な所が多いとのことである。

（ハローワークの事業所支援の実態）
B さん：
・「（求職者からの相談で）1年間有休は取れませんって言われましたというのもある」
・「時間外（労働）が多い。その時間外を申請しても認められない，すべて却下される」

しかし，労働基準法に違反していても事業所に自覚がないことが多く，労働組合がな
い，あるいは，機能していないために自浄されにくいとのことであった。

B さん：
・「組合がないっていうのはもう大きな要件でしょうね。… 従業員代表っていうのは定めて
る。だけども，書類上定めてても全く機能してないという実態は非常に多いわけです。…
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だから，事業所がそういう違反をしてても，その是正をする場面とか窓口とか，そういうよ
うなのがないわけです。」

そして，B さんがそのような事業所に対して助言や是正・指導を行っても，素直に聞き
入れる所は少ないという，その支援の困難さが窺えた。

B さん：
・「話をしても，素直にそうだよねって言う責任者はあんまりいないのが現実ですね。規模が
小さくなればなるほど，そういうところについては非常に無頓着だし，規模が大きい所で
も，まあ，でも，それは業務に支障があるから…というようなことで，一言で済まされてる
っていうのはその当時の実態だったと思います。」

このように，事業所に対しても，単なる求職者の紹介や短期的な関わりでは問題が解決
しないため，中長期的に相談を重ね支援を行う必要がある。
一方，民間では，利益を追求する必要があるため，E さんの会社では求人開拓におい
ても求人・求職の需要と自社の利益を重視している。紹介手数料は紹介者の年収が基準
になり，紹介者が早期離職した場合は在職期間によって 80～20％の返金ペナルティが
あるため，より高給で適した人材を紹介できる確率が高い求人を狙うとのことであっ
た。また，労働基準法違反などが判明した場合は，その企業（16）とは取引をしないとい
う対応をとっている。

（民間の紹介会社の求人の特徴）
E さん：
・「どうやってうまく利益を得るかっていうところを考えたときに，幅広くやるんじゃなくて
ピンポイントで特化したほうがいい。… そもそもの需要があるっていうところですよね。
まずそこがあって，かつ，その部分だと大きな利益が得られるっていうところを狙う」
・「（紹介手数料は）年収の 35％です。（早期離職した場合は）3か月以内 50％の返金。もしく
は 1か月 80％，3か月 50％，6か月 20％というのもあります。」

（困難事例）
E さん：
・「たとえば，年収が低いポジションとか，エンジニアポジションとかだと，そもそもなかな
か紹介しにくいので，そういう求人をもらうとちょっと困難かと思いますかね。… もとも
とその商談を行う前に，まず僕らは狙っていっているので。… そのうえで，実際に契約に
なって以降，（紹介が困難な場合は）僕らがフェードアウトすることはあります」
・「本当にこの企業と取引していいのかっていうのは事前（商談前）にチェックがあるので，
（労働基準法違反などの場合は）そこに引っかかると思います。…（その場合は）商談はす
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るけれども実際取引はしない」

4-1-（c）．ハローワークに求められること
このように対比させると，ハローワークと民間の支援における違いは，対象者を選択
できるかどうかにあることが明らかである。民間では，利潤を追求しなければならない
ため，必然的に対象者を絞り込むことになる。それに対して，ハローワークは，職業安
定行政としての責務があるため，いかなる対象者をも切り捨てることはできない。
実際に，E さんは，企業が民間の紹介会社に求めることは望む人材を本気になって探
してくれることだと言う。そのため，E さんの会社では，獲得した求人に適う求職者を
市場の中から厳選して紹介することになる。

（企業が民間の紹介会社に求めること）
E さん：
・「ビジネスなので，本気になってちゃんと探してくれるかっていうところじゃないですかね。
そこに尽きるかなと思います。」

一方，ハローワークでは，相談員の A さんが言うように，どのような求職者であっ
ても排除することはできない。そして，紹介が難しい求職者であっても平等に相談をす
る必要がある。

（ハローワークの対応の特徴）
A さん：
・「（仕事を）探したいけど何か理由があって探せないとか，そういう人だったら，もちろん，
そこを，何かそういう障害があるのか，自分の中で何かあるのかを解決して仕事ができるよ
うに（支援する）」
・「民間とハローワークの違いってその辺だと思うので。民間はどうしても利益追求しないと
いけないし，それもやむを得ないのかなと。切り捨てる場合も中にはあると思うんですけ
ど。ハローワークはそういった人たちの受け皿っていうか，… やっぱりみんな平等にとい
うところはあるのかなと思います。」

民間とハローワークのそれぞれの求職者は，このような対象者の選択の違いから特徴
づけられる。民間では，莫大な数の登録者の中でも登録さえすれば選んでもらえるよう
な，資格や経験を有し，若くて人柄も優れているといった求職者が対象なのである。そ
うした限定的な条件に該当しない求職者はハローワークを利用することになり，また，
就職が困難な求職者ほど民間ではなくハローワークを利用することになる。つまり，民
間の職業紹介事業の発展により，ハローワークのセーフティネットとしての役割はより
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強調されることになる。
セーフティネットとしての役割がより重視されるのは，事業所支援においても同様で
ある。C・D 両事業所とも，民間の紹介会社を利用する場合は，紹介手数料がかかる
分，有資格者で即戦力になる経験者であることを最低条件と考え，そのうえで自社に合
う人材であることを求めている。

（事業所が民間の紹介会社に求めること）
C 事業所：
・「紹介会社は当然取扱い手数料，… 年収 30％とか言ってきますんでね，… 500万の年収の
方だったら 150万手数料支払わないといけないですから。ということは，それなりの方に来
ていただかないと合わないんで。紹介会社は，まず有資格者，介護職員であれば介護福祉士
を持っていて，かつ実務経験，できればもう 10年ぐらい働いてる方，あとはプラス人柄で
すよね。この 3つがクリアできていないと人材派遣でお金を支払って来ていただく価値はな
いと私自身は思ってます」

D 事業所：
・「未経験で資格とか持っていなくて，この業界初めてでっていう人（の斡旋）が，紹介業者
から来るんですね。でも，それで（紹介手数料を）何十万も払うような企業があるんかなあ
と思って。」

そして，C 事業所のように，ハローワークからの紹介者には育成費用がかかることか
ら，紹介手数料を支払ってでも民間から有資格で即戦力になる経験者を採用したいとい
う所もあれば，D 事業所のように，自社での育成の観点から未経験者を意図的に採用
するために，民間は利用せずハローワークから採用したいという所もある。

（事業所の民間利用の需要）
C 事業所：
・「ハローワークさんのいいところは，初期投資がかからないのと，うまいこといったあと助
成金もらえるじゃないですか。ですけど，結局，まったくの未経験で理解力の乏しい方を育
てようと思うと，1年間ずっと教育しないといけないわけで，結局は紹介手数料と変わらな
いんですよね。となったら，（紹介手数料を支払ってでも）介護福祉士の 10年選手で即戦力
で次の月から夜勤できますよっていう人のほうが。」

D 事業所：
・「（民間の利用は）今年はもう全然ないですね。… やっぱり，基本的には社員を育てていく
っていう考え方をしてるので。… どれだけスキルが高い人が来たとしても，職員とコミュ
ニケーション取りながら，チームワークを組んで，会社の理念とかも共有しながら，その同
じ思いでお仕事をしていく中でいい仕事ができるって思っているので。」
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しかし，事業所に民間利用の需要があっても，民間の紹介会社が望む利益を得られるほ
ど高給の求人ではない場合や，該当する求職者が少なく紹介が困難な場合は，その支援
対象とはなりにくい。そのような民間の対象とはなりにくい事業所も，セーフティネッ
トであるハローワークの支援対象となる。
また，C 事業所や D 事業所がハローワークに求めることは，セーフティネットとし
ての機能の向上，対面支援による事業所の熟知，地域の企業（17）への支援，未経験者の
紹介などである。

（事業所がハローワークに求めること）
C 事業所：
・「セーフティネットですもんね，もともと求められているものが。」
・「（福祉人材コーナーによる支援については）結局，担当の窓口の方が，職を求めておられる
方と相談の中でしっかり話し込んでる，事情を把握されてる，かつ，今までなかったんです
けど，我々事業所のことをよく理解していただく。… より詳細に理解しながらマッチング
していただけたっていうところは非常にありがたいですよね。現地調査して求職者に伝えて
くれたっていうのと，あと，こんな山の上なんでどうしようもありませんっていう我々の話
を聞いてくれて，山間部で面接会やってくださったじゃないですか。あんなん，たぶんでき
ないですよね，お金かけて。」
・「（今後の希望については）もうちょっと地域で（求職者を）掘り起こしてもらって，地域の
企業とマッチングしてくれるような動きをしてもらえると，企業側はすごくありがたいです
よね。」

D 事業所：
・「もったいないなと思って。そういう，資格をちょっと取ったぐらいで未経験で介護の業界
に行きたいと思ってる人が，ハローワークじゃなくて，紹介業者に流れてるっていうことが
ね。… だって，その高いお金払ってまで雇わないわって，たぶん，絶対思うと思うのでね。
… やっぱり，ハローワークがそういう人を拾って，きちんと紹介をね。企業，ここだった
ら合うんじゃないかみたいな感じの所に紹介するっていうのが，本来の仕事かなと思うの
で。」

このように，事業所支援においても，ハローワークにはセーフティネットの役割が従
来以上に求められている。
4-1-（d）．支援内容と相談員に求められる専門性
ハローワーク相談員や民間の紹介会社の社員に求められる相談のあり方や専門性は，
その組織としての目的に応じた支援のあり方や支援対象の特徴によって決定づけられ
る。
利益を確保しなければならない民間の紹介会社では，求人企業のニーズに合う求職者
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を市場から厳選して紹介するため，求職者に対して就職に必要な成長を促すような視点
はあまりない。実際，E さんによると，求職者との面談ではキャリアを中心に確認し，
応募書類の作成支援においては一般的な説明にとどまり，面接対策は採用担当者からの
質問内容を伝える程度とのことであった。

（民間の紹介会社での求職者との面談内容）
E さん：
・「今までどんなご経歴だったのか，どういう強みがあるのか，スキルがあるのか。併せて，
今後どうしていきたいのか，どういうキャリア形成をしていきたいのか，今と比べてどのぐ
らい年収が欲しいのかとか。勤務地は転居可能なのかどうかとか，プライベートも含めて聞
いて，ご紹介っていう感じですね。」
・「（応募書類作成の支援は）一緒に見ながらというのではなくて，メールでやりとりする感じ
です。」
・「面接前に，その対策のお話をしたりとか，どういう人が面接官で来てどういう話を聞かれ
るのかというのを事前にお伝えしたり」

一方，受け皿として就職困難者を支援する責務があるハローワークでは，就職できる
状態までの準備をも支援する必要があるため，難易度は必然的に上がり，相談員には民
間とは異なる専門性が求められる。たとえば，就職に向けて，資格や知識，技術習得が
必要であれば職業訓練，未経験であればトライアル雇用といった公的な就職支援制度を
活用しながら就職を促進していくが，その際に必要なのは制度の知識だけではない。よ
り重要なのは，その決定の前段階にある職業相談である。

A さん：
・「訓練行きたいって言って，わかりましたっていう感じではないので，時間をかけて話をし
ます。… どんな仕事がしたいのかっていうところで訓練の内容って選択していったりしな
いといけない」

その職業相談の中で，たとえば，どのような仕事をしたいのか，就職のためにどのよう
な知識やスキルを補う必要があるのか，訓練で習得したことを今後の仕事にどのように
生かすのかなど，キャリアプランについて課題を把握したうえで方向づけを行う，キャ
リアコンサルティングの専門性が求められる。しかし，A さんや B さんの困難事例か
らわかるように，ハローワークの相談の中には様々な背景を抱えたケースがあるため，
一般的なキャリアコンサルティングの専門性だけで対応することは難しい。たとえば，
診断を受けていない発達障害疑いのケースでは，障害に関するある程度の専門知識を身
につけたうえで，育成の視点やリスク管理の視点を持ち，配慮をしながら必要に応じて
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専門家と連携をして対応することが相談員に求められ，その困難さは前出の A さんの
困難事例からも確認できるところである。また，前出の B さんの刑余者の困難事例で
は，継続的な相談を通じて長期失業から脱却できており，相談員は傾聴しながら信頼関
係を構築し，就職に向けて精神的な安定や成長を促すといったカウンセリング的な関わ
りも行っていることがわかる。さらに，B さんが言うように，ハローワークでは求職者
から労働基準法や就業規則に関する問題などを相談されることもあるため，相談員には
労働関連法令の知識や必要に応じて労働基準監督署などの然るべき相談窓口に案内する
判断力も求められる。

B さん：
・「相談員は基本的に労基法を一通りのことは頭に入れておくこと。… 何かそういうことを聞
かれたときにきちんと答えられるだけのものは備えておかないといけない。… それから，
そこから派生する就業規則がどういう位置づけのものなのかとかですね。… 求職者の方っ
ていうのは，ただ紹介してくれって言ってくるだけの人ばかりではなくて，いろんなことを
聞きたいと。ハローワークの窓口に行ったらそういうことはいろいろと教えてくれる，それ
だけの力量を備えた人が窓口にいるはずだから聞きたいというのは前提にあると。… その
ときにある程度のことは答えられないといけない」

そして，ハローワークがセーフティネットとして中心的に支援する人手不足の中小零
細企業は，前出の B さんの事業所支援の実態にあるように，労務管理が不十分なこと
や労働基準法に違反していることが少なくない。民間であれば，E さんの言うように，
事前のチェックを通らなかった企業に対しては取引をしないという選択ができる。しか
し，ハローワークの場合は，職業安定行政として助言や是正・指導を行う必要がある。
そのため，事業所訪問を担当する相談員には，労働関連法令や労務管理，雇用政策など
の知識と判断力がより求められることになる。また，自社に関する情報発信が不十分な
事業所もあるため，事業所訪問による詳細な情報収集や助言，職業相談窓口との連携，
職場見学会や面接会などの企画運営，各種制度の利用勧奨なども行う。そのため，情報
やニーズを的確に把握し適切な提案を行うスキルや，関連部署や関係機関との連携など
も必要になる。
当事者である A さんと B さんは，このようなハローワークの役割や支援内容から，
相談員に求められる専門性・スキルとして，対人スキル，信頼関係の構築，カウンセリ
ング的な関わり，キャリアコンサルティングの知識・スキル，職業訓練や介護福祉など
の担当業務に関連する知識，各種支援制度の知識，労働関連法令の知識，応募書類や面
接に関する知識，労働基準監督署などの関連窓口の知識，接客マナーなどがあると認識
している。
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（ハローワーク相談員に求められる専門性・スキル）
A さん：
・「常に最新の要領も見ないといけないし，… 法改正だったり，いろんなことが変わっていく
ので，日々アップデートしていかないといけないですね。」
・「配属された所に合わせた自己学習であったりとかスキルアップっていうのは常に必要なの
かなと思うのと，…（失業が）長期化される方も多いので，人と接するにあたって相手のこ
と考えられるとか，… 安心感というか信頼を得られるような … 人間性っていうところは大
事なのかなと思います。」
・「決めつけないこととか，その人を主体として考えられるとか，あまり干渉しすぎないとこ
ろも。… その人の成長を促せるような付き合い方というか姿勢も大事にしながら，… その
方の状況とか状態に合わせて支援する。」
・「ハローワークの相談員に必要なスキルとして，協調性，コミュニケーション能力があると
思います。コミュニケーション能力は，対外，内部ともにさまざまな考え方や状態の人と接
するので必要で，その都度状況を把握して，何が求められているのかなども判断し，それに
合わせた対応力や柔軟性といった対人スキルが必要かと思います。また，担当する業務の知
識や，キャリアコンサルティングなどの資格や知識も必要だと感じていますし，求職者に必
要な情報を提供できるような，各種生活支援制度や，雇用情勢や動向を知ることも重要だと
思います。」

B さん：
・「我々がアドバイスするときっていうのは，労働基準法というのはよく知っておかないと，
いわゆるきちんとしたアドバイスができないことって多いじゃないですか。労働基準法っ
て，いわゆる労働法の中でも一番大事だと思ってますね。」
・「相談があったときに，それが法律に絡むようなことであれば最低限の話はできる。より専
門的になってくると，あるいは結論を求められれば，それは然るべき所へ行ってもらうと。
… ただ，そういうことも案内できる人とできない人といるわけですよ。だから，そういう
こともある意味専門性というかね，問われるスキルということなんだと思うんですね。」
・「職務経歴書というのは，すごく相手の心を動かすというか，訴える大きなポイントになる
部分なんで，やっぱり，職務経歴書を求める企業というのは，ただ出してくればいいという
もんじゃないはず。ちゃんと見たいというのがあるから，余計アドバイスが必要だと思う。」

・「専門的なスキルとしては，労基法，就業規則，履歴書の書き方，職務経歴書の書き方，面
接の受け方，面接を受けに行くときにどういう姿勢で行ったらいいかとか。極端にいえば，
服装までというのもあると思いますね。身だしなみとかね。… それから，当然のことなが
ら，相談員自身のマナーとか接客とか」

ハローワーク相談員には，このような専門知識を持ち，個々の求職者や事業所の状況を
把握してニーズや課題を明確にし，それにふさわしい助言や提案を行うために，相談の
中でその専門知識を活用するスキルを有することが求められる。
このように，ハローワークと民間を対比させることで，両者が対照的な特徴を持つこ
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とが示された。利潤の追求が必要な民間が困難事例からは手を引かざるを得ないのとは
対照的に，ハローワークはセーフティネットとして困難事例とむしろ密接に関わって支
援を行うことから，ハローワーク相談員には民間とは異なる専門性やスキルが求められ
ることが明確になった。

4-2．ハローワーク相談員の労働実態
4-2-（a）．ハローワーク相談員の専門性の実態
セーフティネットの役割と機能強化の必要性を考えると，ハローワーク相談員には

A さんと B さんから聴取されたような専門性・スキルを兼ね備えていることが望まれ
る。
しかし，ハローワーク相談員に求められる専門性・スキルの回答を個別に見ると，2
人の相談員間で傾向が異なる。先に列挙したもののうち，A さんは，対人スキル，信
頼関係の構築，カウンセリング的な関わり，キャリアコンサルティングの知識・スキ
ル，職業訓練などの担当業務に関連する知識，各種支援制度の知識，労働関連法令の知
識を挙げ，B さんは，応募書類や面接に関する知識，労働基準監督署などの関連窓口の
知識，労働関連法令の知識，介護福祉などの担当業務に関連する知識，接客マナーを挙
げている。
この傾向の違いには，個人の経歴や保有する専門知識の違いが関連していると考えら
れる。つまり，相談業務において，キャリアコンサルティングの知識があり勤続年数の
長い A さんは，対人スキルやキャリアコンサルティングなどの専門性・スキルと求職
者本人の成長を促す視点を重視し，一方，キャリアコンサルティングの知識はないが人
事労務経験とその豊富な知識がある B さんは，採用や労務管理の視点をより重視して
いるのである。
このことは，実態として，相談員の専門性は個人の経歴により左右され，相談員ごと
の専門性に差があることを示している。

（専門性の差）
A さん：
・「中には履歴書を代わりに作るっていう人（相談員）もいてるんですけど，それは違うのか
なと思うので。やっぱり，その人（求職者）の成長を促せるような付き合い方っていうか姿
勢も大事にしながら，… その人（求職者）が判断して成長して就職につなげられるような
サポートをしていく」
・「それ（数値目標）をどう捉えて仕事するかっていうのは非正規でもそれぞれで。やっぱり，
数字重視でやる人もいるし，自分の数字は悪くなったとしても求職者に向き合いたいってい
う人もいるし，そこはなんか分かれてきますね。」
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B さん：
・「（職務経歴書についての相談で）どこまでサポートできてるのか，アドバイスできているの
か … 。みなさんどうも，当時ハローワークが作っていた『履歴書・職務経歴書の書き方』
っていう小冊子を渡して，はい，これで参考にして書いてください，というのが主流という
か … 。もっと専門性を持った相談業務ができたらいいなと私は思います」

・「相談があったときに，それが法律に絡むようなことであれば最低限の話はできる。… 最低
限のアドバイスはできると。そういうようなレベルがほしい。」
・「退職理由で，こんなんってどうなんですかって聞かれる。それが明らかにその解雇の仕方
はどうかなというようなのもケースによってはある。… 最終的には，それは労働基準監督
署というのがあるので，… ただ，そういうことも案内できる人とできない人といるわけで
すよ。」
・「相談員の質的な関わり方という差っていうのは出てくると思いますね。どこまでフォロー
できるか，あるいはどこまで面倒見れるか，というようなところに相談員の差というか，フ
ォロー力というのは問われることがあると思う」

4-2-（b）．専門性の差がもたらす問題
このような専門性の差は支援のあり方に影響する。求職者への支援においては，たと
えば，就職が特に困難な求職者への対応や応募書類作成支援の仕方が相談員によってさ
まざまであることがわかった。つまり，相談員によっては主観的に求職者を選択し，支
援に過不足を生じさせている。これは，その意味で専門性に基づく一定の支援が行えて
いないことを示している。
ハローワークの相談業務に必要な専門性の中でも，職業相談の基本であるキャリアコ
ンサルティングとは，「労働者の職業の選択，職業生活設計又は職業能力の開発及び向
上に関する相談に応じ，助言及び指導を行うこと」（厚生労働省ホームページ）であり，
その専門家であるキャリアコンサルタントの役割は「個人が自らキャリアマネジメント
（自立／自律）できるように支援する」（厚生労働省 2002b）ことである。つまり，相談
員は求職者が主体的に動いて目標を達成できるように求職者に対して何らかの専門的な
支援を行うのであり，あくまでも主体は求職者である。それにもかかわらず，相談員の
主観による支援対象の選択や支援の過不足が生じていることは，ハローワークがセーフ
ティネットとして機能することに反するという点で問題である。
4-2-（c）．専門性の差が生じる要因
ハローワーク相談員の専門性に差が生じることには 3つの要因が考えられる。1つ目
は，採用時の資格条件のあり方である。第 3章で見たように，ハローワーク相談員の求
人票では，必要な資格や経験について，職業相談と関連のあるキャリアコンサルタント
や産業カウンセラーの資格は必須ではなく，また，職業相談に関する資格や経験と人事
労務管理に関する知識や経験が同列に扱われている。そのため，個々の相談員が持つ資
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格や経験の違いによって相談員の専門性に差が生じることになる。

（採用時の資格条件）
B さん：
・「そういう専門性を持ち合わせた人を採用すると，まず，そこからやってないですよね。面
接の時に，あなたはどういう専門性を持ってますか，どういう経験がありますか，こういう
ことについて経験がありますか，というような専門性を尋ねるような面接じゃない」

2つ目は，研修のあり方である。B さんの話によると，非正規職員に対する研修は，入
職時も含めて十分に行われているとは言い難い。そのため，相談員にとってはキャリア
コンサルティングなどの専門性を身につけにくい状況だといえる。

（研修）
B さん：
・「非正規職員に対しても，教育ということからいうと，教育らしい教育は全くないんです。」
・「（研修は）その都度ね，（法令などが）こういうふうに変わりますからとか，こういうのが
ありますからとかっていうのはある。」
・「（相談業務については）たとえば，一般の相談窓口でも，ある相談員が辞めます，新しい人
が 1人入ってきました，当然，引き継ぎはないですよね。… たとえ 2日間でも 3日間でも，
そういう教育をしましたという時間が設けられたかっていうと，ゼロですよね。」

3つ目は，雇用のあり方である。相談員は単年度の有期雇用であるため，職務経験の積
み上げによるスキルアップや長期的なキャリア形成の視点を持つことが困難である。職
務の幅を広げようにも，一定の職務についての単年度契約であるため，その職務が年度
途中で変わることは通常考えられず，また，公募に応募するにしても，公募による採用
はその職務経験を有することが重視されるため，異動は現実的ではない。そのため，A
さんや B さんが言うように，異動について非正規の相談員が自ら希望を出せる状況で
はなく，異動によって職務の幅を広げスキルアップを目指すことも現実的ではない。

（異動）
A さん：
・「（他の職種の公募に）自分が応募して採用になったらいけるんだと思うんですけど，こっち
からここがいいですって感じではないですね。」
・「ずっと正職員でいるんだったらおそらく希望っていうのもあるんでしょうけど，単年度契
約なので，次どこがいいっていう，そういう考えでもないでしょうし。あとは行きたい所が
あったら公募に応募するけど，ただ，その行きたい所って未経験なわけなので，だから雇わ
れるかどうかっていう不安もやっぱりあるし，それだったら経験してるこの業務でって考え
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る人は多いのかなと思います。」
B さん：
・「更新の時に，次どうしたいですかといったようなことを聞かれるのはもちろんあるんだけ
ども，今の所でお願いしますと言うのが（一般的には）精一杯じゃないかと。」
・「（B さんの 1回目の異動について）3月に，今度ワークプラザ○○から△△所のほうへ変わ
ってほしいという話があって，翌年度の 4月から△△所の職業相談第一部門という所へ配属
が変わったという感じですね。」
・「（B さんの 2回目の異動について）その後，キャリアサポーター（一般相談員）という職名
で，職業相談第二部門という所に行ってくれと。」
・「（B さんの 3回目の異動について）今度こういうコーナーができるのでどうだろうかという
打診があったので。」

専門性の差を生じさせる前述の 3つの要因は，単年度の有期雇用という雇用の不安定
性に関連するものである。雇用の不安定性は，1つ目に，短期間での相談員の入れ替わ
りを生じさせ，そのたびに，一定の資格や経験を必須としない採用条件の影響を受け，
個々の相談員の専門性に差を生じさせる。2つ目に，計画的な研修を困難にさせ，3つ
目に，職務経験を通じたスキルアップや長期的なキャリア形成を困難にさせ，それによ
り，相談員の専門性の獲得や向上を妨げる。
それに対して，これが正規職員であれば，雇用が安定しているため，長期的なキャリ
ア形成を計画的に行いやすい。研修も充実しており，キャリアコンサルティングに関し
ては，ハローワーク総合評価（18）の取組の 1つとして計画的な研修の受講が推進されて
いる。異動についても，むしろ異動が前提であることから，さまざまな職務経験を積み
スキルアップをしやすい。このことから，雇用の安定性と専門性のあり方に関連がある
ことが明らかである。
このように，相談員の専門性に差があるのは，ハローワークが相談員を不安定な有期
雇用とし，相談業務のあり方や必要な専門性に一定の基準を設けていないことが影響し
た結果であることが示された。
4-2-（d）．有期雇用であることが業務へ与える影響
ハローワーク相談員が単年度の有期雇用であることは，主に数値目標，非正規間格
差，更新・公募，風土などを介して業務に影響を与えていた。
数値目標については，ハローワーク全体が厳しい目標達成を迫られる中で，雇用が不
安定な非正規相談員であれば，更新がかかっているという雇用不安から，なおさら数字
に囚われる。その結果，求職者に対して十分な支援が行えなくなり，また，職場の雰囲
気や周囲の相談員のモチベーションにも悪影響を及ぼすことになる。
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（数値目標）
B さん：
・「（更新の基準は）単純に，今月の紹介件数何件で，採用者数が何件で，情報提供が何件で，
というような数字で見てるほうが強いのかもわからない。」

A さん：
・「（総合評価の結果が）ハローワークごとに公表されてしまうんですよね。それもあって，所
全体が数字ってなってるところはあるけど，その中でもやっぱり非正規ってなると，正職員
の人よりかはずっとシビアな感じになる。更新がかかってるから。… 上が数字って言うと，
やっぱり，非正規はそれに敏感に反応するっていうところはあるのかもしれないですね。」
・「非常勤の人の中には数字重視みたいなね。… 自分の成績を上げて自分が評価されることに
重心を置く。そうなると，その求職者っていうのは置いてけぼりになったりするっていうの
もあるので。そういう業務への影響みたいなのは感じることはありますね。… 再就職の意
欲が高い人にはしっかり支援するけど，そうでない人は切り捨てるみたいに，すごくあから
さまな人もいるから…」

非正規間格差については，第 3章で見たように，相談員の種類によって賃金格差が設
けられている。それにもかかわらず，実態としては，保有資格や経験に明らかな差異は
なく，窓口によっては担当業務の区別が曖昧であることが明らかになった。そのことが
相談員の不満やモチベーションの低下を招き，相談員間の関係性や職場環境に影響を及
ぼしている。

（非正規間格差）
A さん：
・「給与格差みたいなのが非常勤の中でもあるので，そういったところもモチベーションだっ
たりやる気だったりとかっていうのは，雰囲気に表れることはありますね。」

・「仕事内容は，たとえば訓練の所だとお金を扱う部門でもあるので，ナビゲーターは給付金
の申請とか支給決定とかというのもするけど，一般相談員はしないというところも違いがあ
るし，他の所も，おそらくははっきり分かれてる部分はあるとは思うんですけど，ただそこ
がちょっと曖昧な部分というのはあるんですね。 … 職業相談だとおそらくはそこまでの差
っていうのはないのかなと。」
・「いろんな専門窓口にもナビゲーターと一般相談員っていう人は存在する感じですね。ただ，
一般相談員がその専門性が低いっていうことでは決してないんですよ。… 一般相談員でし
っかりとキャリアとかあって資格も持っていてきっちり仕事をしてる方でも，やっぱり，こ
のお給料の差で不満を感じてる人もたくさんいらっしゃると思うんです。同じように仕事し
てるのにっていうのは思ってると思うんですね。」
・「求職者からはわからないですよね。… もし，一般相談員だったとしたら，やっぱりナビ
ゲーターの人と比べたりもするでしょうし，やっぱり同じ仲間同士でもこの差っていうのは
影響があります。」
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また，このような職名と仕事内容，賃金の不整合は，職員の指示によっても生じてい
る。

B さん：
・「本庁から出された予算にいろんな名目があって，その名目に人を当てはめて，それをどう
配属するかはその都道府県に任されているという感じですね。だから，職名がこうだからこ
こという感じじゃないのが結構多いね。予算を確保するための職名って言ってもいいかもわ
からない。」
・「（B さんの 2回目の異動について）キャリアサポーター（一般相談員）という職名で，職業
相談第二部門という所に行ってくれと。それは，職業訓練を受け付ける窓口ですね。当時，
新任の統括（部門の管理職である正規職員）が， … 初めて一般職員から統括の道へ入る方
で，次長から，新人なので補佐してほしいということを言われて。…（賃金も）職 1（職業
相談第一部門）の（一般相談員の）時と同じ，そのまま横滑り。そういう意味では（仕事
と）合ってないですね。」

このような処遇により相談員のモチベーションが低下するとすれば，業務に意欲的に
取り組めなくなるため，セーフティネットの機能に影響を及ぼすことになる。また，先
述のような公募の実態から，一般相談員がどれほど更新・公募採用を重ねて経験を積
み，資格取得などによりスキルアップをしたとしても，就職支援ナビゲーターにはなり
にくいという現実が，このような非正規間格差を通じた不満や業務への影響を増大させ
ると考えられる。
その更新や公募は，現職での採用を希望する場合でさえも，不安や精神的な負担をも
たらしている。

（更新・公募）
A さん：
・「やっぱり契約自体が 1年ごとなので，更新があるのかないのかっていうのは毎年考えるし，
そこの精神的な負担っていうのは毎年一緒かなと思いますね。公募じゃない年も更新がない
のかもしれないですし。ただ公募になるとやっぱり，その中で採用になるかどうかっていう
視野もあるから，そういう意味では他の年よりは少しは負担はありますけど。でも毎年負担
はあるとはいえますね。」
・「なんか不安っていうのは常にはありますよね。それがなかったらもっと安心して働けるだ
ろうなっていうのはもちろん思います。」

このように，雇用が保障されていないという不安を，相談員は常に感じながら業務にあ
たっている。またその不安が，業務遂行に必要な発言をも抑制し，数字重視の相談のあ
り方を助長することにもなる。
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B さん：
・「無難に過ごす人は無難に更新されてるというのは多いですね。」
A さん：
・「数字を伸ばすことだけに集中してるっていう人はいますね。… それが悪いっていうことで
なく，その人が自分の雇用を守るためっていう，その辺もやっぱり非正規だからこその感情
なのかもしれないなっていうのは思います。」

また，雇用の不安定性は，先述のように，職場による計画的で継続的な研修や相談員
の長期的なキャリアの見通しを困難にさせるため，個々の相談員の専門性の獲得や向上
を妨げる。あるいは，単年度契約ということから，専門性を有する相談員がハローワー
クをキャリアステップの 1つとして捉え，自ら転職することも考えられる。その結果，
ハローワークはサービスの質を一定に保つことが困難になる。実際に，事業所からは，
担当者（相談員）の交代により，ハローワークとの関係性や支援内容が変化したという
声があった。

（担当者交代による変化）
C 事業所：
・「（後任の）担当の方は印象に全くないんで。まあ，来てないことはないんでしょうけど，…
だって，来る回数とか話をする内容とか雲泥の差がありますよ。一生懸命さもそんなに感じ
なかったですし，本当に印象にないですねえ。」

D 事業所：
・「いい人たちに巡り会えてたんだなっていう感じですよね。やっぱり担当者が代わったら関
係性が薄くなりますよね，途端に。（その後，求人を出す時には）あんまりこの人に相談に
行くっていう感じの人がいなかったですね。」

B さん：
・「担当 2人が代わる時に，… 自分なりにはきめ細かく引き継ぎ書を何枚か作ってやった思い
があります。その結果どうだったかと後で聞く話によると，… 要するに，やってないとい
う … 。前任者が培ってきた事業所との関係，人間関係，そういうようなことを含めて，業
務内容はまあ当然のことですけども，それをどう生かしてくれるかっていうのはその人によ
るところが大きいわけで。… 事業所の方によれば，それなりに活動を評価してくれていた
所から見れば，なんだというふうに思われたところもあると思う」

このように，相談員は単年度の有期雇用であり，相談員が交代する可能性は毎年あるに
もかかわらず，引き継ぎ体制は特になく，個々の相談員に一任されている。そのため，
業務の引き継ぎは，前任と後任の相談員の責任感や仕事に対する意欲などに依拠するこ
とになり，ハローワークの業務として一定の質を維持することが困難になる。
そして，このような問題を誰かが認識したとしても，ハローワークの風土がその発言
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を妨げる。そのうえ，単年度の有期雇用の相談員であれば，雇用不安からなおさらその
発言は抑制される。

（風土）
A さん：
・「特に公務員の世界だと，考え方も含めて組織から外れるといけない風潮か強い気がします。
業務の改善，スリム化などの提案はよいですが，度を過ぎるといけない境界線があると思い
ます。」

B さん：
・「いや，もう，縦割り行政という一言でいいと思いますね。」
・「受け身の組織だったということだけは確か。発信するような組織ではない。… 余計なこと
をしないでくれと。… 言われたことを言われた通りに卒なくやってくださいというような
風土が強かった」
・「職員がそうだから相談員も余計なことをしちゃいけない」
・「全般的に，（正規職員は）1年，2年で変わるわけですから，その部署を。なおかつ，その
部署に執着というのはないわけで。そうすると，その期間，トラブルなく面倒なくで次に行
くと。完全な年功序列と言ってもいいぐらいな形の人事異動ですから」
・「（相談員の発言は）言っても通らないでしょうし，（正規職員が）聞く耳を本当に持ってる
のかどうかっていうことでいえば，持ってるとは思えないよね。」

相談員が業務に関して意見や疑問を持ったとしても発言が困難であるならば，相談員の
専門性は発揮しきれないことになる。

以上をまとめると，相談員が有期雇用であることにより，雇用の不安定性から専門性
の獲得や維持向上が困難になり，また，雇用不安から数値目標や風土などを介して業務
における専門性の発揮が妨げられることが明らかになった。
ハローワークがセーフティネットとして機能するためには，実務を担う相談員が専門
性に基づく支援を行える体制が必要である。しかし，ハローワークは相談員を有期雇用
とし，相談業務の専門性を適正に評価していない。そのことが，個々の相談員の専門性
に差を生じさせ，また，業務における専門性の発揮を妨げている。

5．おわりに

以上の結果から明らかなように，ハローワークがセーフティネットとして機能するた
めには相談業務が重要であり，その専門性を発揮するためには相談員の身分の安定性が
必要である。それにもかかわらず，相談業務はなぜ非正規化したのか。本研究より示唆
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された相談業務の重要性や専門性に対するハローワークの認識はどのように生じたの
か。以下でこの点を考察する。
まず，セーフティネットの役割については見解の相違があることも考えられるため，
その見解について述べる。いくつかの見解の中には，失業率や失業理由の観点からハ
ローワークはセーフティネットの役割を果たしていると見るものもあるだろう。失業率
については，2023年 10月の国際比較では OECD 平均が 4.9％であるのに対し日本は
2.5％と低く，直近 5年で見ても日本は OECD 平均より低くおおむね 3％未満で推移し
ている（OECD 2023b）。また，完全雇用とは，マクロ経済学の概念では，摩擦的失
業（19），自発的失業，非自発的失業の 3種類の失業のうち，非自発的失業がない状態の
ことをいう（家森 2016）。そのため，完全雇用とは失業率がゼロになることではない。
よって，日本はその失業率の低さから完全雇用に近い状態であり，ハローワークはセー
フティネットの役割を果たしているという見方がある。また，本研究で明らかにしたよ
うに，ハローワークには低賃金の求人が多く，職種や雇用形態のミスマッチがあり，職
務経験不足などですぐに就職することが困難な求職者が多い。そのことから，求職者が
よりよい労働条件を求める結果，離職が続いているような自発的失業や，職種や職務経
験などの条件が合わないために就職に至らないような摩擦的失業，あるいは，就職のた
めに職業訓練を受講しているような摩擦的失業も一定数あると考えられる。よって，ハ
ローワークの求職者の就職率が低いのはそのためであり，セーフティネットの機能が低
いわけではないという見方もあるだろう。
しかし，ハローワークは，もとより非自発的失業以外の求職者を排除してはいない。
本研究のインタビュー調査で聴取された困難事例の短期離転職者や長期失業者は，背景
に非自発的失業につながりうる問題を抱えてはいたが，セーフティネットの中心的な支
援対象であるそのような就職困難者においても，ハローワークは失業理由を特に限定し
ていない。そして，セーフティネットとしてそのような就職困難者にこそ支援する必要
があるにもかかわらず，実態としては，相談員によっては専門性を十分に有していない
こと，あるいは，雇用不安から数値目標の達成を重視せざるを得ないことにより，十分
な支援を行えていないということが本研究により明らかになった。したがって，現状で
は，ハローワークはセーフティネットの役割を十分に果たしているとはいえない。ま
た，非自発的失業者を重点的に支援するとしても，ハローワークは職業安定行政として
国民全体の失業を減らし安定雇用を目指すべきであるから，摩擦的失業や自発的失業の
軽減にも努める必要がある。摩擦的失業や自発的失業はなくならなくとも，たとえば，
相談を通して適切な訓練を選択できれば，より着実に就職に結びつき摩擦的失業が減少
することが考えられる。また，事業所への助言や是正・指導により賃金などの労働条件
や職場環境が改善すれば，自発的失業が減少することが考えられる。これらは，セーフ
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ティネットの対象である就職困難者や人手不足の中小零細企業に必要な支援でもある。
つまり，自発的失業や摩擦的失業の軽減に努めることは，セーフティネットとしての機
能にも必要なことである。
次に，相談業務の非正規化について検討する。本研究で明らかにしたように，セーフ
ティネットにおいては相談業務が重要であり，その専門性が必要になる。その重要であ
るはずの相談業務はなぜ非正規化したのか。これには，公務の権限と人事システムが関
連していると考えられる。公務の人事システムに関しては，松尾（2017）や上林
（2021b）が述べている。上林（2021b）は，行政の行為形式のうち，決定権限を要する
行政行為は正規職員が担い，周辺的業務と位置づけられる事実行為において非正規化が
進行することを指摘している。筆者がハローワークで相談員として働いていた 2010年
前後に職員から聞いた話によると，ハローワークは過去には求職者に対して求人への応
募を指示していた時代があったとのことである。つまり，元来，ハローワークの相談業
務は，労働者の意思やキャリア形成の観点よりも，単なる紹介という認識であったこと
がわかる。その認識に基づき，相談業務は周辺的業務と位置づけられ，その後の非正規
化はその相談業務において進行したといえる。このように，相談業務の非正規化には，
公務の権限の有無によって雇用形態を変えるという公務の人事システムが関連している
と考えられる。
しかし，相談業務は行政行為にはなり得なくとも，これまで見てきたように，ハロー
ワークがセーフティネットの役割を果たすためには重要な業務である。その相談業務を
ハローワークが周辺的業務と捉えていることには，従来の日本型人事システムが影響し
ていると考えられる。公務の人事システムも従来の日本型人事システムを基本とし，公
務改革が進められてもなおその特徴が色濃く残っている。その特徴として，長期雇用で
あること，異動を前提とすること，人基準であることが挙げられる。この人事システム
下では，長期安定雇用が前提であるため転職市場が発達せず，職業相談の必要性がもと
より乏しかったといえる。そのうえ，異動によりジェネラリストを育成することが，相
談業務を担う専門職の育成にはなじまない。さらに，職務基準ではないことが，相談業
務の適正な評価を困難にさせる。このように，従来の日本型人事システムであること
が，相談業務の重要性の認識や専門職としての評価を困難にさせてきたと考えられる。
しかし，長期安定雇用の時代は過ぎ，現在は雇用の流動化が進行する中で短期離転職
者や長期失業者の増加が社会問題となり，ハローワークにはセーフティネットとしての
役割が一層要求されている。本研究で明らかにしたように，ハローワークでは，セーフ
ティネットの対象となる求職者や事業所の特徴から，相談業務とその専門性が特に重要
となる。したがって，ハローワークがセーフティネットとして機能するためには，相談
員の身分の安定と相談業務の専門性を適正に評価できる人事処遇制度が必要である。そ
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れにより，相談員の安定的な専門性の獲得・向上が可能になり，一定水準の専門性に基
づく相談業務の遂行が実現することで，ハローワークのセーフティネットとしての機能
の向上が期待できる。

注
⑴ 非正規公務員の採用は正式には「任用」であるが，ハローワーク相談員の事例を扱う本論文では一般
的に使用されている「雇用」という表現を使用する。理由は以下のとおりである。
① ハローワークの非正規相談員は雇用保険に加入して働く労働者であること。
② ハローワークの非正規相談員の身分は，現在は「期間業務職員」であるが以前は「日々雇用職員」
であったように人事院においても「雇用」という表現が使用されていること。

③ 先行研究においても一般的に「雇用」という表現が使用されていること。
⑵ ハローワークにおいて「職員」とは正規職員（常勤職員）のことである。
⑶ ハローワークにおいて「相談員」とは非正規職員（非常勤職員／期間業務職員）のことである。
⑷ 専門相談窓口の相談員は，専門相談がないときは一般相談も受け持つ。
⑸ 本論文における「異動」とは，更新・公募採用により，前官職と異なる官職に任命されることをいう。
⑹ 就職支援ナビゲーターと就職支援コーディネーターは専門相談員という括りであるが，両者は仕事内
容が異なるため，本論文では別個に扱う。また，専門相談員と一般相談員は，専門・一般のいずれの
相談窓口にも配置されうる。

⑺ ハローワークインターネットサービスは，全国のハローワークで受理した求人の閲覧などができるオ
ンラインサービスであり，インターネット環境があれば誰でも利用することができる。

⑻ 「常用」とは，「雇用契約において雇用期間の定めがないか又は 4か月以上の雇用期間が定められてい
るもの（季節労働を除く。）をいう。」（厚生労働省ホームページ）

⑼ 2022年の企業規模別の平均賃金（勤続 1年未満）は，大企業が 261,300円，中企業が 247,900円，小
企業が 238,000円である（厚生労働省 2023j）。

⑽ 基本検索条件の求人区分には，「一般求人」「新卒・既卒求人」「季節求人」「出稼ぎ求人」「障害のある
方のための求人」がある。

⑾ 求人倍率とは，「求職者数に対する求人数の割合」（厚生労働省ホームページ）をいい，求職者 1人あ
たりに何人分の求人があるかを示す。求人倍率が 1倍を超えると，求職者数に対して求人数が多い状
況である。

⑿ ハローワークで相談員として働いていた筆者が求職者と接する中で感じたことである。
⒀ 分限とは，国家公務員法第 75条の身分保障を前提としたうえで，公務能率を維持するために生じる公
務員の不利益な身分上の変動である（森園他 2015）。

⒁ 国家公務員法第 74条第 1項「すべて職員の分限，懲戒及び保障については，公正でなければならな
い。」

⒂ 国家公務員法第 75条第 1項「職員は，法律又は人事院規則で定める事由による場合でなければ，その
意に反して，降任され，休職され，又は免職されることはない。」

⒃ 民間人材紹介会社の E さんからの聴取内容における「企業」とは，ハローワークに関するところの
「事業所」と同義である。

⒄ 事業所からの聴取内容における「企業」とは，ハローワークに関する「事業所」と同義である。
⒅ 「ハローワーク総合評価」とは，ハローワークの機能強化を図るために 2015年度より開始された取組
であり，①従来の目標管理・業務改善の拡充，②マッチング機能の総合評価・公表，③評価結果等に
基づく全国的な業務改善の一体的な実施を行うものである（厚生労働省 2016a）。

⒆ 摩擦的失業とは，「地域・職種・労働者の特性などのミスマッチによって生じる失業」（吉川 2017:
169），「（応募・訓練など）労働力の移動に時間がかかるために生じる失業」（家森 2016: 16）である。
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附表 15の職種の内訳

事務 一般事務，事務補助／総務事務，人事事務／受付・案内事務，秘書／医療
事務・受付，調剤薬局事務，介護事務／会計・経理事務／営業事務，販売
事務／金融・保険事務／貿易事務／企画事務，マーケティング／生産・工
程管理事務，出荷・受荷事務／運行管理事務，郵便事務，旅客・料金収受
係／データ入力等 PC 操作（CAD, DTP 含）／コールセンターオペレー
ター，テレアポ等／集金・検針・調査等の外勤事務

役員，管理職 法人・団体の役員・管理職等

営業 不動産営業／金融・保険営業／飲食料品販売営業／機械器具・電気器具販
売営業／自動車販売営業／製品受注営業／通信・情報システム営業／化学
品販売営業，医薬品営業／広告営業，会員勧誘，その他の営業／テレフォ
ンアポインター

販売 スーパー・百貨店販売店員／その他の小売店販売員／小売店作業員（商品
の陳列・補充等）／店長（小売，卸売）／不動産仲介・売買／訪問販売，卸
売，その他の販売／レジ係／コンビニエンスストア店員／衣料品販売店員
／飲食料品販売店員／医薬品・化粧品販売店員／自動車販売店員／電気機
器販売店員／ガソリンスタンド販売員

接客，理美容，調理，サービス 飲食店のホールスタッフ／調理人（給食）／調理人（食堂，居酒屋，弁当
店，その他）／調理補助，調理人見習／食堂作業員（洗い場等）／クリーニ
ング等の生活衛生サービス／保育・介護補助，冠婚葬祭，その他サービス
／飲食店店長／ホテル・旅館のフロント，接客，客室係／娯楽施設・ス
ポーツ施設・その他の接客／美容師／理容師／エステティシャン，ネイリ
スト／理美容師補助，その他の美容サービス／調理人（日本・西洋・中華
料理）

介護，福祉 施設介護員／訪問介護員，ホームヘルパー／介護支援専門員，ケアマネー
ジャー／老人福祉施設指導員／障害者福祉施設指導員／児童福祉施設指導
員／福祉相談員，ケースワーカー／その他の福祉専門職／福祉施設管理者

保育，教育 保育士／習い事・その他の講師，インストラクター／図書館司書／学芸員
／学校カウンセラー／保育補助（その他サービスを含む）／学童保育・放
課後児童クラブ等指導員／幼稚園教員／小・中・高等学校・特別支援学校
等教員／専修学校・各種学校教員／職業訓練指導員，研修講師，その他の
教員／学習塾教師／スポーツインストラクター

医療，看護，保健 医師，歯科医師，獣医師／薬剤師／看護師・准看護師／看護師・准看護師
（移行用）／看護助手／保健師，助産師／理学療法士，作業療法士／臨床検
査技師，診療放射線技師等／歯科衛生士，歯科技工士／歯科助手，歯科受
付／栄養士，管理栄養士／あん摩マッサージ指圧・鍼灸師，柔道整復師／
言語聴覚士，その他の保健医療専門職／動物病院助手，その他の助手等／
医療事務・受付，調剤薬局事務
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製造，修理，保全，検査，印刷 金属材料製造，金属加工，溶接／DTP オペレーター，印刷，製本／CAD
オペレーター，製図，写図，現図／塗装，看板制作，その他生産関連／製
品検査／生産設備オペレーター（制御・監視）／工場労務作業／自動車組
立，輸送用機械組立・整備／自動車整備工／電気・電子・通信機器等組
立・修理／光学機械，その他の機械組立・修理／食料品製造・加工／衣
服・繊維製品製造，パタンナー／化学製品，窯業・土石製品の製造・加工
／プラスチック製品，その他の製造・加工

技術職（建設，開発，IT），専
門職

建築技術者（工事監督，設計技術者等）／ウェブデザイナー／デザイナー
（ウェブを除く）／カメラマン，記者・編集者，その他芸術／通訳，翻訳／
カウンセラー（医療・福祉施設を除く）／司書，その他の専門職／土木技
術者（工事監督，設計技術者等）／測量技術者（測量士，測量士補）／ソフ
トウェア開発技術者，プログラマー／その他の情報処理・通信技術者／電
気・電子・電気通信の開発・製造技術者／機械・自動車等の設計・製造技
術者／食品・その他の技術者，研究者／経営，法務

建築，土木，電気工事 大工／通信設備作業員，送電線等架線・敷設作業員／採掘／建設技術者
（工事監督，設計技術者等）／土木技術者（工事監督，設計技術者等）／測
量技術者（測量士，測量士補）等／配管工／左官，タイル張・内装・防水
工等／とび工，型枠大工，鉄筋工（建設躯体工事）／建設機械・クレーン
等運転工，玉掛／ダンプカー・ミキサー車運転手／建設・土木作業員／舗
装・線路工事・掘削等作業員／電気工事作業員

警備，施設管理，設備運転 施設警備員／道路交通誘導員／雑踏警備員／その他の保安・警備・監視員
／管理人（マンション，アパート等）／管理人（駐車場，駐輪場）／ビル設
備管理員，ビル管理人／管理人（寄宿舎，寮，その他）／機械設備運転
（クレーン，ボイラー，発電等）

運輸（運転），配送 トラック運転手／鉄道・船舶・航空機の運転，その他の輸送／荷物の配達
／ルート集配／郵便の集配，新聞配達等／運行管理事務／出札・旅客・貨
物・料金収受係／トレーラー・タンクローリー運転手／ミキサー車・ダン
プカー運転手／ごみ収集・陸送・その他の貨物自動車運転手／バス運転手
／タクシー運転手／役員車・送迎車等の乗用自動車運転手／その他の自動
車運転手／フォークリフト運転作業員

清掃・洗浄，倉庫，包装，軽作
業

ビル・建物の清掃，ハウスクリーニング／食堂作業員（洗い場等）／小売
店作業員（商品の陳列・補充等）／学校・病院の用務員，その他の作業員
／ごみ収集，産業洗浄，その他の清掃・洗浄／フォークリフト運転作業員
／倉庫作業／梱包作業／包装，ラベル・シール貼付／商品等の選別・ピッ
キング／運搬・積卸・引越作業，港湾荷役作業／工場労務作業員

農業，林業，漁業 稲作，畑作，園芸等／養畜，動物飼育等／植木職，造園師／その他の農業
／林業／漁業／農業・畜産・林業・水産技術者／農学・林学・水産学研究
者

出所：ハローワーク求人検索システムより筆者作成
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In order for Hello Work (Public Employment Security Offices) to function effectively as an
employment safety net, expertise is required in the provision of consultation services. However,
consultants are employed on a non-regular basis, potentially hindering the acquisition,
improvement and full utilization of their expertise.

Therefore, this study focuses on the relationship between the expertise of consultants and
their employment status. By analyzing data from job search systems and public documents, the
study highlights the importance of consultation services for the unemployed seeking jobs and the
establishments recruiting workers. However, it was also found that the expertise of consultants
was neither appropriately evaluated nor rewarded in their personnel treatment.

In the interview survey, a relationship between employment status and expertise was
revealed, indicating that fixed-term employment makes it difficult for individuals to acquire and
improve expertise, and fully utilize their skills on the job due to employment instability and job
insecurity.

To fulfill the role of Hello Work as a safety net, it is necessary to recognize the importance
of consultation services and the expertise of consultants, and to ensure the employment stability
of consultants.

Key words: Non-Regular Civil Servants, Expertise, Hello Work, Consultants, Safety Net
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the Public Service on the Expertise of Work:

A Case Study of Consultants at Hello Work (Public Employment Security Offices)

Kahori Tezuka

公務の非正規化が業務の専門性に与える影響１６２




